
1

    70人 ・家庭

0

訪問　　　　  0件

1

・家庭訪問　　　　 

3

 5件
・通級者　     　　59人 ・通級者　   　　  70人
【スクール・ほっと・アシス 【スクール・ほっと・アシス
　タント】 　タント】
・来室及び相談　5,164件 ・来室及び相談　5,500件

　すこやか教室への通級やスクール・ほっと・アシスタントの指導により、心の安定を図りながら生活することができた

成果
。

　小学校でも不登校傾向を持つ児童が増えてきているため、スクール・ほっと・アシスタントを配置したい。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

成果 中学校生徒の不登校の割合（％） 4.4 4.6 4.3 4.0 3
指標
成果 小学校児童の不登校の割合（％） 0.6 0.7 0.8 0.7 0.5
指標

　近隣すべての市で、教育相談事業が行われている。
他市との 【不登校の割合】
比較検証 　　　　　　　  平成31年度：愛知県 中学校 4.08％、小学校 0.89％

　　　　　　　　平成31年度：全国 中学校 3.94％、小学校 0.83％

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 26,582 26,248 47,643 50,246

Ｄ

合計 47,643,2

　

88 円
報酬 20,3

　

01,734 円

財
　

　

源

特定財源 0 0 0 0 職

Ｏ

員手当等 2,728,

　

847 円
報償費 18

　

,142,000 円

∧

一般財源 26,582

　

26,248 47,6

　

43 50,246 旅費

実

546,610 円
需

　

用費 5,665,14

　

9 円

職員人件費　②

施

1,620 1,617

　

1,941 1,733

　

役務費 175,509

∨

 円
使用料及び賃借料 73,439 円

総事業費（①＋②） 28,202 27,865 49,584 51,979 負担金、補助及び
交付金 10,000 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 教育

令

文化

基本施策 学校教育

和

施策体系
施策の内容 児

２

童生徒へのきめ細かな

年

対応

目
　
　
　
的

　学校

度

生活における児童生徒

評

の意欲や満足感

主
た
る

価

内
容

　北部、中部、南

）

部の3箇所にすこやか

刈

教室を
及び学級集団の

谷

状態を把握することで

市

、いじ 設置し、いじめ

事

や不登校の児童生徒や

務

保護者
めや不登校の未

事

然防止を図る。 の相談

業

、指導等を行う。
　全

評

中学校に不登校傾向を

価

もつ生徒へ個別に
対応

シ

するスクール・ほっと

ー

・アシスタントを
配置

ト

する。
　アンケートを

（

実施し、学校生活にお

様

ける児
童生徒の意欲や

式

満足感、及び学級集団

１

の状態
を把握する。結

）

果を分析し、児童生徒

会

個々の
状況に合わせた

計

支援を行う。

位
置
づ
け

名

関連計画  

根拠法令  

担

対象者 小中学校不登校

当

児童生徒　保護者 事業

部

期間 平成２年度 ～

実施

教

方法 ■直営　□委託　

育

□指定管理　□補助・

部

助成　□その他

一般会計
いじめ及

Ｂ

び

　
事
　
業
　
実
　
績

３０

不

年度実績 元年度実績 ２

登

年度実績 ３年度計画

・

校

通級指導　3,661

児

件 ・通級指導　2,5

童

97件 【すこやか教室

生

】 【すこやか教室】
・

徒

来室相談　1,104

指

件 ・来室相談　  8

導

39件 ・通級指導　　

事

　2,185件 ・通級

業

指導　　　2,500

担

件
・電話相談　1,3

当

90件 ・電話相談　1

課

,407件 ・来室相談

学

　  　　812件 ・

校

来室相談　　　1,0

教

00件
・学校訪問　　

育

233件 ・学校訪問　

課

　241件 ・電話相談

款

　　　1,231件 ・

項

電話相談　　　1,4

目

00件
・家庭訪問　　

担

 10件 ・家庭訪問　

当

　  2件 ・学校訪問

係

　　　　239件 ・学

指

校訪問　　　　240

導

件
・通級者　    

係

 68人 ・通級者　 
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Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　多くの

令

相談や来室指導があり

和

、すこやか教室やスク

３

ール
・法的業務

高い
・

年

ほっと・アシスタント

度

は、必要な存在となっ

（

ている。不
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要 登

和

校傾向をもつ児童生徒

２

にとって、社会性の育

年

成や、基礎
・市民生活

度

上必要である　など 学

評

力の確保は重要な課題

価

であり、すこやか教室

）

やスクール
・ほっと・

刈

アシスタントの果たす

谷

役割は大きい。
　縦に

市

長い刈谷市の場合、児

事

童生徒が通うことを考

務

慮する
・コストの節減

事

、費用対効果
高い

と、

業

北部・中部・南部の3

評

か所にすこやか教室を

価

設置するこ
効率性 ・執

シ

行体制の効率性 とは効

ー

率的である。また、小

ト

学校と比較して、不登

（

校傾向
・手段の最適性

様

　など をもつ生徒の割

式

合が高い中学校へスク

２

ール・ほっと・アシ
ス

）

タントを配置すること

会

は、効率的である。
　

計

不登校傾向をもつ児童

名

生徒及びその保護者に

担

とって、校
・市が主体

当

となって実施する
普通

部

内外に相談できる場所

教

があることは重要かつ

育

必要であり、
妥当性 　

部

べき事業であるか 市が

一

主体となって実施する

般

べき事業である。
・総

会

合計画との整合性　な

計

ど

　不登校傾向をもつ

い

児童生徒の教育相談体

じ

制の充実を図る

施策へ

め

の ・施策への貢献度
高

及

い
とともに、学校生活

び

への適応を促し、また

不

、子どもや保護
・目標

登

達成度 者などからの相

校

談に対応し、子どもの

児

可能性を引き出す環
貢

童

献度 ・市民サービスへ

生

の効果　など 境づくり

徒

に貢献している。

今後

指

の方向性 ■拡充　□現

導

状維持　□改善・効率

事

化　□縮小　□終期設

業

定　□休止・廃止

　不

担

登校傾向をもつ児童生

当

徒が直接相談したり、

課

指導を受けたりできる

学

施設として、本市のす

校

こやか教室（適応指導

教

教室）は、有効に機能

育

している。
　現状では

課

、3教室体制、各教室

款

3人の相談員で対応で

項

きている。
　しかし、

目

教材などが古くなって

担

きていることから、今

当

後は消耗品や教材の更

係

新を考えていかなけれ

指

ばならない。
　スクー

導

ル・ほっと・アシスタ

係

ントを小学校にも配置

1

していきたい。



1

る必要がある。
課題

指

3

標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

成果 支援が必要な児童に対する支援員の充足率（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
指標

―
指標

以下の4市は本市における学校教育活動支援事業、特別支援学級児童生徒支援事業、肢体不自由児童生徒介
他市との 助支援事業が一体となっている。
比較検証 安城市　7,033.8万円　　　碧南市　3,094.5万円

知立市　2,336  万円　　  高浜市　5,972.1万円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 34,587 40,031 75,078 150,295 合計 75,077,919 円
報酬 65,583,482 円

財
　
源

特定財源 0 0 17,512 34,924 職員手当等 7,695,327 円
旅費 1,799,110 円

一般財源 34,587 40,031 57,566 115,371

職員人件費　② 2,083 2,079 2,240 2,185

総事業費（①＋②） 36,670 42,110 77,318 152,480

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事

Ｄ

業費 0 学習指導員配置

　

事業費補助金

４年度以

　

降の事業費見込 0

　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 教育文化

令

基本施策 学校教育
施策

和

体系
施策の内容 児童生

２

徒へのきめ細かな対応

年

目
　
　
　
的

　学校教育

度

活動を支援する支援員

評

を配置し、

主
た
る
内
容

価

　発達障害が心配され

）

る児童に対して、支援

刈

発達障害が心配される

谷

児童に対して、その障

市

を必要とする児童が在

事

籍している全小学校に

務

害の状況に応じた適切

事

な教育支援を行うこと

業

支援指導補助員を配置

評

する。
で、児童一人ひ

価

とりを大切にする教育

シ

を推進 　全小中学校及

ー

び特別支援学校に臨時

ト

休業中
する。 に生じた

（

未指導分の補習等にお

様

いて、教員を
サポート

式

する学習指導員を配置

１

する。

位
置
づ
け

関連計

）

画  

根拠法令  

対象者

会

小中学校 事業期間 平成

計

１７年度 ～

実施方法 ■

名

直営　□委託　□指定

担

管理　□補助・助成　

当

□その他

部 教育部

一般会計

Ｂ
　
事
　

学

業
　
実
　
績

３０年度実

校

績 元年度実績 ２年度実

教

績 ３年度計画

・支援員

育

・支援員 ・支援員　 ・

活

支援員
　　支援指導補

動

助員　32人 　　支援

支

指導補助員　37人 　

援

　支援指導補助員　3

事

8人 　　支援指導補助

業

員　42人
　　学習指

担

導員　　　44人 　　

当

学習指導員　　　41

課

人

　支援指導補助員が

学

配置されたことにより

校

、個別に支援を要する

教

児童への細やかな対応

育

ができるため、対象児

課

童が速やか

成果
に授業

款

に参加できるようにな

項

りつつあると同時に、

目

学校への適応状況も改

担

善し、いじめ・不登校

当

の減少にも結びついて

係

い

る。

　支援を必要と

特

する児童、あるいは保

別

護者が支援を希望する

支

児童が増加しており、

援

支援指導補助員を増員

教

する必要があ

る。また

育

、学校規模だけでなく

係

、子ども一人ひとりの

1

障害の程度をみて、支

0

援補助員の配置を考え



3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　通常学級に

令

在籍する発達障害児に

和

対して、教育活動の支

３

・法的業務
高い

援・補

年

助をするための支援指

度

導補助員を配置するこ

（

とは、
必要性 ・市民ニ

令

ーズ、社会需要 障害の

和

ある児童にとっても、

２

学級の他の児童にとっ

年

ても必
・市民生活上必

度

要である　など 要であ

評

る。

　児童数700人

価

以上の大規模校や、支

）

援を必要とする児童の

刈

・コストの節減、費用

谷

対効果
普通

状況に応じ

市

て、複数配置をしてい

事

る。
効率性 ・執行体制

務

の効率性
・手段の最適

事

性　など

　刈谷市立小

業

学校の通常学級に在籍

評

する発達障害の児童の

価

・市が主体となって実

シ

施する
高い

教育活動を

ー

支援するための事業で

ト

あり、市が主体となっ

（

て
妥当性 　べき事業で

様

あるか 実施すべき事業

式

である。
・総合計画と

２

の整合性　など

　発達

）

に障害のある児童の教

会

育活動を支援するため

計

支援指

施策への ・施策

名

への貢献度
高い

導補助

担

員が配置されることで

当

、学級の他の児童たち

部

にも落
・目標達成度 ち

教

着いた学習環境を整え

育

ることができている。

部

貢献度 ・市民サービス

一

への効果　など

今後の

般

方向性 ■拡充　□現状

会

維持　□改善・効率化

計

　□縮小　□終期設定

学

　□休止・廃止

・通常

校

学級に在籍する発達に

教

障害のある児童の割合

育

を学校ごとに調査する

活

。
・学校規模だけでな

動

く、発達に障害のある

支

児童の人数や障害の程

援

度によって、配置数を

事

決定する。
・支援指導

業

補助員の勤務日、勤務

担

時間の確認は、勤務報

当

告書によって行う。
・

課

学校教育活動支援指導

学

補助員の支援により、

校

安定した学校生活を送

教

る児童が増えるよう、

育

指導補助員同士で支援

課

方
　法の情報交換を行

款

う会を設定し、支援の

項

必要な子どもたちが1

目

人でも少なくなること

担

を目指す。

当係 特別

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

支

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

援

　
∨

教育係

10 1



読書をする児童の割合 ― ― 76.3 78.0 80.0
指標 （小学6年生)（％）
活動 平日、学校の授業時間以外に読書をする児童の割合 ― ― 64.3 66.0 68.0
指標 （小学1～6年生)（％）

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,864 5,603 6,950 8,184 合計 6,950,308 円
報酬 6,006,216 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 職員手当等 771,892 円
旅費 172,200 円

一般財源 2,864 5,603 6,950 8,184

職員人件費　② 1,312 1,309 1,493 1,431

総事業費（①＋②） 4,176 6,912 8,443 9,615

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 教育文化

基本

令

施策 学校教育
施策体系

和

施策の内容 児童生徒へ

２

のきめ細かな対応

目
　

年

　
　
的

　学校司書を配

度

置することにより、学

評

校図書

主
た
る
内
容

○読

価

書活動の支援を行う6

）

人の学校司書の配置
館

刈

の機能を充実させ、児

谷

童・生徒の読書量の ○

市

資料の選択・収集・提

事

供における援助及び
向

務

上を図る。 　助言
　ま

事

た、小学校で行ってい

業

る保護者等による ○学

評

校図書館等の掲示物の

価

作成
読書活動の援助を

シ

より効果的なものとす

ー

るこ ○児童・生徒への

ト

啓発活動
とで、児童の

（

読書活動の充実を図る

様

。 ○図書館ボランティ

式

ア等の指導

位
置
づ
け

関

１

連計画

根拠法令

対象者

）

児童生徒 事業期間 平成

会

２９年度 ～

実施方法 ■

計

直営　□委託　□指定

名

管理　□補助・助成　

担

□その他

当部 教育部

一般会

Ｂ
　
事
　

計

業
　
実
　
績

３０年度実

学

績 元年度実績 ２年度実

校

績 ３年度計画

中学校区

司

ごとに1人の学校司書

書

中学校区ごとに1人の

配

学校司書中学校区ごと

置

に1人の学校司書中学

事

校区ごとに1人の学校

業

司書
を配置し、学校図

担

書館の機能 を配置し、

当

学校図書館の機能 を配

課

置し、学校図書館の機

学

能 を配置し、学校図書

校

館の機能
を充実させた

教

。 を充実させた。 を充

育

実させた。 を充実させ

課

る。

　司書教諭を補助

款

し、学校図書館をより

項

活用したくなるよう、

目

資料を選択・収集・提

担

供する際の援助や助言

当

をするととも

成果
に、

係

学校図書館等の掲示物

特

の作成や、児童・生徒

別

への啓発活動を行うこ

支

とができた。

　図書ボ

援

ランティアの指導を行

教

い、児童・生徒の読書

育

活動のさらなる充実を

係

図る。

課題

指標名称（

1

単位）
実績値 目標値

３

0

０年度 元年度 ２年度 ３

1

年度 ５年度

活動 平日、

3

学校の授業時間以外に



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　本を読むことに

令

より、感性を磨き、表

和

現力及び想像力を
・法

３

的業務
高い

高め、人生

年

をより豊かに生きるた

度

めの力を身に付けさせ

（

る
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 ことができ

和

る。
・市民生活上必要

２

である　など

　中学校

年

区ごとに1名学校司書

度

を配置し、学区内の小

評

中学校
・コストの節減

価

、費用対効果
普通

を巡

）

回する。
効率性 ・執行

刈

体制の効率性
・手段の

谷

最適性　など

　読書活

市

動に力を入れている本

事

市としては、児童・生

務

徒の
・市が主体となっ

事

て実施する
高い

読書へ

業

の関心を高める上でも

評

重要な事業である。
妥

価

当性 　べき事業である

シ

か
・総合計画との整合

ー

性　など

　小学校で読

ト

書活動をしている保護

（

者の活動をより効果的

様

施策への ・施策への貢

式

献度
高い

かつ円滑なも

２

のとするとともに、児

）

童の読書活動の充実を

会

・目標達成度 図ること

計

ができる。
貢献度 ・市

名

民サービスへの効果　

担

など

今後の方向性 □拡

当

充　□現状維持　□改

部

善・効率化　□縮小　

教

□終期設定　□休止・

育

廃止

市内の全中学校に

部

1名、合計6名の学校

一

司書を配置した中での

般

学校図書館の様子を検

会

証し、より活用される

計

有効な方法
を模索して

学

いく。

校司書

Ｃ
 

配

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

置

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

事業
担当課 学校教育課

款 項 目 担当係 特別支援教育係

10 1 3



1

が必要であり、今後も

3

周知活動を拡大していきたい。

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 年額上限（円） 18,000 18,000 25,000 25,000 25,000
指標

 
指標

【所得基準・有】岡崎市：12,000円　安城市：18,000円･12,000円　知立市：15,000円
他市との                 高浜市：24,000円・12,000円　西尾市：10,000円・12,000円・30,000円　　　　　　　　
比較検証 　　　　　　　　碧南市：18,000円・12,000円　

【所得基準・無】みよし市：12,000円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 16,299 16,722 17,551 25,007 合計 17,551,272 円
需用費 6,072 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 17,545,200 円

一般財源 16,299 16,722 17,551 25,007

職員人件費　② 2,083 2,079 2,315 1,959

総事業費（①＋②） 18,382 18,801 19,866 26,966

建
設
事
業

全

Ｄ

体事業費（単位：千円

　

） 0 ２年度特定財源名

　

称

２年度までの累積事

　

業費 0

４年度以降の事

Ｏ

業費見込 0

　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 教育文化

令

基本施策 学校教育
施策

和

体系
施策の内容 教育内

２

容の充実

目
　
　
　
的

　

年

公私立学校間における

度

保護者負担の格差是

主

評

た
る
内
容

　私立高等学

価

校等在籍者の保護者に

）

授業料の
正を図り、も

刈

って教育の機会均等の

谷

原則を確 補助（年額2

市

5,000円）を行う

事

。
保し、あわせて私立

務

学校教育の振興に寄与

事

す
る。

位
置
づ
け

関連計

業

画  

根拠法令 刈谷市私

評

立高等学校等授業料補

価

助金交付要綱

対象者 私

シ

立高等学校等在籍者の

ー

保護者 事業期間 平成３

ト

年度 ～

実施方法 □直営

（

　□委託　□指定管理

様

　■補助・助成　□そ

式

の他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　

教

実
　
績

３０年度実績 元

育

年度実績 ２年度実績 ３

部

年度計画

支給実績人数

一

　920人 支給実績人

般

数　939人 支給実績

会

人数　729人 支給見

計

込人数　1,000人

私

年額（上限） 18,

立

000円/人 年額（上

高

限） 18,000円

等

/人 年額（上限） 2

学

5,000円/人 年額

校

（上限） 25,00

等

0円/人

　私立高等学

授

校等在籍者の保護者に

業

授業料の補助を行い、

料

公私立学校間における

補

保護者負担の格差是正

助

を図った。また、

成果

事

市民だよりなどの広報

業

の利用、各高等学校な

担

どへの周知にも取り組

当

んだ。

　令和２年度に

課

は、補助金額の上限を

学

18,000円から2

校

5,000円に引き上

教

げ、要綱の改正を行っ

育

た。

　平成22年度か

課

ら国の就学支援金の導

款

入により、公立は実質

項

授業料が無償化された

目

。令和2年度より国と

担

県が所得要件を

引き上

当

げ、私立も無償化の対

係

象が大幅に増加した。

学

しかし、一定の所得層

事

は依然として負担があ

係

るため、補助金額を引

1

き
課題

上げたが、市の

0

授業料補助事業は継続



3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　本年4月よ

令

り国県による私立高等

和

学校の授業料軽減補助

３

制
・法的業務

高い
度が

年

さらに拡充され、授業

度

料は実質無償化となっ

（

た。しか
必要性 ・市民

令

ニーズ、社会需要 し、

和

一定の所得層は依然と

２

して負担があり、市の

年

授業料補
・市民生活上

度

必要である　など 助事

評

業は継続が必要である

価

。

　本年度より私学助

）

成システムを導入し、

刈

円滑な私学助成
・コス

谷

トの節減、費用対効果

市

高い
事務を行うことが

事

できるようになった。

務

また、対象者をデ
効率

事

性 ・執行体制の効率性

業

ータ管理することによ

評

り、事務の迅速化が図

価

られている。
・手段の

シ

最適性　など

　国県の

ー

授業料助成を受けられ

ト

ない所得層の世帯にも

（

自己
・市が主体となっ

様

て実施する
普通

負担の

式

軽減を図る事業である

２

ため、市が実施するこ

）

とは妥
妥当性 　べき事

会

業であるか 当である。

計

・総合計画との整合性

名

　など

　所得制限を設

担

けないため、私立高校

当

等に通う生徒を持つ

施

部

策への ・施策への貢献

教

度
高い

すべての保護者

育

が対象となり、授業料

部

の実質無償化に貢献
・

一

目標達成度 している。

般

貢献度 ・市民サービス

会

への効果　など

今後の

計

方向性 ■拡充　□現状

私

維持　□改善・効率化

立

　□縮小　□終期設定

高

　□休止・廃止

　近年

等

、通信制の私立高等学

学

校に通う生徒が増加の

校

傾向にある。本市では

等

通信制課程は対象外で

授

あったが、生徒の進
路

業

状況等を鑑みて令和3

料

年度より補助対象とし

補

ていく。

助事業

Ｃ

担

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

当

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

課

∨

学校教育課

款 項 目 担当係 学事係

10 1



0

り確保する。

　3人の

1

スクールガードリーダ

3

ーが、市内を北部、中部、南部に分けて、各学校を巡回し、通学路の安全管理体制を評価

成果
するとともに、各校のスクールガードを指導することにより、各校の安全管理についての意識が高まり、児童の安全が確

保された。

　スクールガードリーダーの巡回を希望する学校が同じ日、時刻に重なってしまい、各学校の要望に十分に応えることが

できなかった。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 スクールガードリーダーの人数（人） 3 3 3 3 3
指標
成果 登下校時の不審者情報件数（件） 21 12 19 15 10
指標

　安城市は、スクールガードリーダー2名 72万円の配置あり。
他市との 　碧南市は、スクールガードをＰＴＡや地域のボランティア活動として実施している。
比較検証 　高浜市、知立市は、同様の事業なし。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,947 1,935 1,948 1,949 合計 1,947,880 円
報償費 1,865,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 40,040 円
役務費 42,840 円

一般財源 1,947 1,935 1,9

Ｄ

48 1,949

職員人

　

件費　② 1,080 1

　

,078 1,045 9

　

79

総事業費（①＋②

Ｏ

） 3,027 3,01

　

3 2,993 2,92

　

8

建
設
事
業

全体事業費

∧

（単位：千円） 0 ２年

　

度特定財源名称

２年度

　

までの累積事業費 0

４

実

年度以降の事業費見込

　

0

　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 教育文

令

化

基本施策 学校教育
施

和

策体系
施策の内容 安全

２

・安心で地域に開かれ

年

た学校づくり

目
　
　
　

度

的

　児童が安心して学

評

ぶことができるよう、

価

全

主
た
る
内
容

　警察Ｏ

）

Ｂのスクールガードリ

刈

ーダーを配置
小学校で

谷

スクールガードリーダ

市

ーによる巡回 し、専門

事

的な視点からスクール

務

ガードの指導
やスクー

事

ルガードに対する指導

業

を行いながら や登下校

評

時の巡回指導を行い、

価

児童の安全を
効果的な

シ

安全体制を整備する。

ー

確保する。

位
置
づ
け

関

ト

連計画  

根拠法令  

対

（

象者 小学校、小学校児

様

童及び保護者 事業期間

式

平成１９年度 ～

実施方

１

法 ■直営　□委託　□

）

指定管理　□補助・助

会

成　□その他

計名 担当部 教育部

Ｂ
　

一

事
　
業
　
実
　
績

３０年

般

度実績 元年度実績 ２年

会

度実績 ３年度計画

市内

計

北部、中部、南部に、

ス

警 市内北部、中部、南

ク

部に、警 市内北部、中

ー

部、南部に、警 市内北

ル

部、中部、南部に、警

ガ

察ＯＢのスクールガー

ー

ドリー 察ＯＢのスクー

ド

ルガードリー 察ＯＢの

リ

スクールガードリー 察

ー

ＯＢのスクールガード

ダ

リー
ダーを各1人配置

ー

した。 ダーを各1人配

配

置した。 ダーを各1人

置

配置した。 ダーを各1

事

人配置する。
それぞれ

業

250時間の活動計画

担

でそれぞれ250時間

当

の活動計画でそれぞれ

課

250時間の活動計画

学

でそれぞれ250時間

校

の活動計画で
各小学校

教

の安全体制及び登下 各

育

小学校の安全体制及び

課

登下 各小学校の安全体

款

制及び登下 各小学校の

項

安全体制及び登下
校時

目

の児童の安全を巡回指

担

導 校時の児童の安全を

当

巡回指導 校時の児童の

係

安全を巡回指導 校時の

指

児童の安全を巡回指導

導

等により確保した。 等

係

により確保した。 等に

1

より確保した。 等によ



1 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　交通事故

令

の発生や不審者等の出

和

没など、児童生徒を取

３

り
・法的業務

高い
巻く

年

危険はいっこうに無く

度

ならない。安全確保の

（

ため、よ
必要性 ・市民

令

ニーズ、社会需要 り質

和

の高い取り組みが必要

２

である。
・市民生活上

年

必要である　など

　各

度

校の安全確保に向けた

評

取り組みの質を高める

価

ため、市
・コストの節

）

減、費用対効果
普通

が

刈

専門的な知識や経験を

谷

持つ警察官ＯＢを継続

市

的に配置す
効率性 ・執

事

行体制の効率性 ること

務

は、効率的で効果的な

事

事業推進に適切な方法

業

である｡
・手段の最適

評

性　など

　学校ごとの

価

実情に応じた児童生徒

シ

の安全確保に向けた取

ー

・市が主体となって実

ト

施する
高い

り組みの質

（

を高めるために、専門

様

的な知識や経験を持っ

式

た
妥当性 　べき事業で

２

あるか 指導者による巡

）

回や具体的な指導・助

会

言は有効である。
・総

計

合計画との整合性　な

名

ど

　安全・安心で地域

担

に開かれた学校づくり

当

として、地域や

施策へ

部

の ・施策への貢献度
普

教

通
家庭、行政などが一

育

体となって通学時の安

部

全対策、防犯対
・目標

一

達成度 策の推進を図り

般

、子どもの健全性の育

会

成に取り組み、次世
貢

計

献度 ・市民サービスへ

ス

の効果　など 代を担う

ク

人材の育成に貢献して

ー

いる。

今後の方向性 □

ル

拡充　■現状維持　□

ガ

改善・効率化　□縮小

ー

　□終期設定　□休止

ド

・廃止

・北部・中部・

リ

南部の小学校を巡回す

ー

る3名体制は、妥当で

ダ

あると考える。
・各校

ー

の支援者（スクールガ

配

ード）のほとんどが保

置

護者であることから、

事

指導的な立場である者

業

からの助言は毎年度
必

担

要であるため、現在の

当

体制を維持し、今後も

課

児童生徒の安全に資す

学

る事業となるよう継続

校

していく必要がある。

教育課

款

Ｃ
 
　
Ｈ
 

項

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

目

∧
　
評
　
価
　
∨

担当係 指導係

10



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,767 3,616 46,291 4,231 合計 46,290,565 円
需用費 1,353,975 円

財
　
源

特定財源 0 0 21,750 0 役務費 1,137,180 円
委託料 43,518,959 円

一般財源 3,767 3,616 24,541 4,231 負担金、補助及び
交付金 280,451 円

職員人件費　② 1,543 1,540 1,643 1,657

総事業費（①＋②） 5,310 5,156 47,934 5,888

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 学校保健特別対策事業費補助
金

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 学校

令

教育
施策体系

施策の内

和

容 児童生徒へのきめ細

２

かな対応

目
　
　
　
的

　

年

学校における保健管理

度

を適切に行い、児童

主

評

た
る
内
容

〇環境調査に

価

必要な検査機器の消耗

）

品の購入
生徒及び教職

刈

員の健康の保持増進を

谷

図る。 〇学校給食配膳

市

用白衣の購入
〇学校環

事

境衛生基準に基づく環

務

境衛生分析の
　実施
〇

事

永久歯う蝕対策のため

業

のフッ化物洗口の実
　

評

施

位
置
づ
け

関連計画  

価

根拠法令  

対象者 小中

シ

学校及び特別支援学校

ー

事業期間 ～

実施方法 ■

ト

直営　■委託　□指定

（

管理　□補助・助成　

様

□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　

部

業
　
実
　
績

３０年度実

教

績 元年度実績 ２年度実

育

績 ３年度計画

・フッ化

部

物洗口　16校 ・フッ

一

化物洗口　16校 ・フ

般

ッ化物洗口　3校 ・フ

会

ッ化物洗口　16校
・

計

新型コロナウイルス感

学

染症
　対策に必要な保

校

健衛生用品
  等の購

保

入　22校

　学校保健

健

活動の振興を図ること

振

ができた。

成果
　学校

興

における感染症対策支

事

援、子どもたちの学習

業

保障支援を行うことが

担

できた。

　費用対効果

当

をさらに高めるため、

課

使用薬剤（オラブリス

学

）の検証が必要になる

校

。新型コロナウイルス

教

感染拡大予防の観

点か

育

らフッ化物洗口を実施

課

できなかった学校があ

款

った。
課題

指標名称（

項

単位）
実績値 目標値

３

目

０年度 元年度 ２年度 ３

担

年度 ５年度

活動 1校当

当

たりの学校環境衛生検

係

査実施回数（回） 1 1

指

1 1 1
指標

 
指標

　フ

導

ッ化物洗口事業は、近

係

隣市では、実施してい

1

る。
他市との
比較検証

0 7 1



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　学校の環境衛生に関する

令

調査や感染症の対策、

和

保健活動
・法的業務

高

３

い
に必要な事業を実施

年

しており、児童生徒が

度

安心、安全な学
必要性

（

・市民ニーズ、社会需

令

要 校生活を送るうえで

和

、必要な事業である。

２

・市民生活上必要であ

年

る　など

　学校保健特

度

別対策事業については

評

、学校に事業委託する

価

・コストの節減、費用

）

対効果
普通

ことで、学

刈

校の判断で迅速かつ柔

谷

軟に、感染症対策を行

市

う
効率性 ・執行体制の

事

効率性 ことができるの

務

で効率的である。
・手

事

段の最適性　など

　学

業

校の環境衛生の向上、

評

教職員の保健意識の向

価

上に向け
・市が主体と

シ

なって実施する
高い

た

ー

取組みは、学校設置者

ト

として実施すべき事業

（

である。
妥当性 　べき

様

事業であるか
・総合計

式

画との整合性　など

　

２

学校保健活動の振興を

）

通じ、安心、安全な学

会

校づくりに

施策への ・

計

施策への貢献度
高い

寄

名

与しており、市民サー

担

ビスの向上につながっ

当

ている。
・目標達成度

部

貢献度 ・市民サービス

教

への効果　など

今後の

育

方向性 □拡充　■現状

部

維持　□改善・効率化

一

　□縮小　□終期設定

般

　□休止・廃止

　学校

会

保健、学校安全の推進

計

のために、この事業は

学

今後も継続していく必

校

要がある。
　学校保健

保

特別対策事業について

健

は、今後の新型コロナ

振

ウイルス感染症の感染

興

状況や、国の感染対策

事

に向けた予算措
置等の

業

状況など、注視してい

担

く必要がある。

当課 学校

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

教

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

育

　
価
　
∨

課

款 項 目 担当係 指導係
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事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 11,775 0 合計 11,775,280 円
委託料 11,775,280 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 11,775 0

職員人件費　② 0 0 149 0

総事業費（①＋②） 0 0 11,924 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 教育文化

基本施

令

策 学校教育
施策体系

施

和

策の内容 教育内容の充

２

実

目
　
　
　
的

　ホスト

年

コンピュータ廃止に伴

度

い、現在行っ

主
た
る
内

評

容

　住基システムと連

価

動し、住民票と整合性

）

の
ている事務ができな

刈

くなるため、正確な学

谷

齢 とれた学齢簿編成事

市

務及び就学前健診通知

事

・
簿事務を速やかに実

務

施できるよう新規シス

事

テ 就学通知書を一括出

業

力するシステムを導入

評

す
ムの導入を図る。 る

価

。

位
置
づ
け

関連計画

根

シ

拠法令

対象者 事業期間

ー

令和２年度 ～ 令和２年

ト

度

実施方法 ■直営　□

（

委託　□指定管理　□

様

補助・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

教

績

３０年度実績 元年度

育

実績 ２年度実績 ３年度

部

計画

　 　 　学齢簿シス

一

テムの導入 　
　 　 　
　

般

　 　
　 　 　
　　　――

会

――――― 　　　――

計

――――― 　　　――

学

―――――

　住基シス

齢

テムと連動した整合性

簿

のある学齢簿編成事務

シ

ができるようになり、

ス

異動がすぐ反映される

テ

ようになった。また

成

ム

果
、今まで紙で管理し

導

ていた学齢簿をデータ

入

で管理することにより

事

、学校現場での事務軽

業

減につながった。

　導

担

入時点以降の情報は常

当

に最新だが、導入時よ

課

り前の学区外や区域外

学

等の情報は反映されず

校

、紙の学齢簿も当面は

教

保存

する必要がある。

育

課題

指標名称（単位）

課

実績値 目標値

３０年度

款

元年度 ２年度 ３年度 ５

項

年度

活動 打ち合わせ実

目

施回数 9
指標
活動
指標

担

刈谷市独自事業のため

当

、他市では実施なし。

係

他市との
比較検証

学事係

10 1 3

Ｃ



　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 13,245 0 合計 13,245,375 円
委託料 13,245,375 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 13,245 0

職員人件費　② 0 0 149 0

総事業費（①＋②） 0 0 13,394 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 教育文化

基本

令

施策 学校教育
施策体系

和

施策の内容 教育内容の

２

充実

目
　
　
　
的

　目的

年

主
た
る
内
容

　主たる内

度

容
 審査や名簿の作成

評

等、多くの手間と時間

価

を費 　就学援助及び特

）

別支援教育就学奨励費

刈

制度
やしている一連の

谷

事務の効率化を図るた

市

め、 において、住基・

事

児童扶養手当・税情報

務

等と
正確な事務を速や

事

かに実施できるよう新

業

規シ 連携させ、申請内

評

容の登録、審査、名簿

価

及び
ステムの導入を図

シ

る。 関連帳票の作成な

ー

ど一連の事務ができる

ト

シス
テムを導入する。

（

位
置
づ
け

関連計画

根拠

様

法令

対象者 事業期間 令

式

和２年度 ～ 令和２年度

１

実施方法 ■直営　□委

）

託　□指定管理　□補

会

助・助成　□その他

計名 担当部 教育部

一

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

般

３０年度実績 元年度実

会

績 ２年度実績 ３年度計

計

画

　 　 就学援助システ

就

ム導入 　
　 　 　
　 　 　

学

　 　 　
　　　――――

援

――― 　　　――――

助

――― 　　　――――

シ

―――

　システムを導

ス

入し、児童扶養手当や

テ

税情報等を連携させた

ム

ことにより、申請を受

導

理してから審査結果を

入

通知するまでの

成果
処

事

理時間を短縮すること

業

ができ、事務の効率化

担

につながった。

　法改

当

正やレベルアップ等に

課

よるシステム改修の際

学

、システムへの影響の

校

有無について漏れのな

教

いよう確認する必要が

育

あ

る。
課題

指標名称（

課

単位）
実績値 目標値

３

款

０年度 元年度 ２年度 ３

項

年度 ５年度

活動 打ち合

目

わせ実施回数（回） ー

担

ー 6 ー ー
指標
活動
指標

当

他市との
比較検証

係 学事係

10 1 3

Ｃ



算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 4,686 0 合計 4,686,000 円
委託料 4,686,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 4,686 0

職員人件費　② 0 0 149 0

総事業費（①＋②） 0 0 4,835 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 教育文化

基本

令

施策 学校教育
施策体系

和

施策の内容 教育内容の

２

充実

目
　
　
　
的

　ホス

年

トコンピュータ廃止に

度

伴い、現在行っ

主
た
る

評

内
容

　現在行っている

価

助成金申請者の登録や

）

学校
ている私学助成事

刈

務ができなくなるため

谷

、正 別生徒確認リスト

市

の打出、振込先口座情

事

報の
確な事務を速やか

務

に実施できるよう新規

事

シス 登録や振込データ

業

及び通知の作成など一

評

連の
テムの導入を図る

価

。 業務ができるシステ

シ

ムを導入する。

位
置
づ

ー

け

関連計画

根拠法令

対

ト

象者 事業期間 令和２年

（

度 ～ 令和２年度

実施方

様

法 ■直営　□委託　□

式

指定管理　□補助・助

１

成　□その他

）

会計名 担当部 教

Ｂ
　

育

事
　
業
　
実
　
績

３０年

部

度実績 元年度実績 ２年

一

度実績 ３年度計画

　 　

般

　私学助成システム導

会

入 　
　 　 　
　 　 　
　 　

計

　
　　　――――――

私

― 　　　――――――

学

― 　　　――――――

助

―

　新システムを導入

成

し、円滑な私学助成事

シ

務を行うことができる

ス

ようになった。また、

テ

紙ベースの台帳で管理

ム

していた対

成果
象者リ

導

スト等もデータで管理

入

することにより、問い

事

合わせ等にも迅速に対

業

応できるようになった

担

。

　今後変更される運

当

用について、対応して

課

いく必要がある。

課題

学

指標名称（単位）
実績

校

値 目標値

３０年度 元年

教

度 ２年度 ３年度 ５年度

育

活動 打ち合わせ実施回

課

数 20
指標
活動
指標

他

款

市との
比較検証

項 目 担当係 学事係

Ｃ
　

1

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

0

位：千円
３０年度 元年

1

度 ２年度 ３年度 ２年度

3

（決算） （決算） （決



さを体験する。
施した。

　全小中学校において、各校の特色を生かして「創意ある学校づくり」を実践している。

成果
　こうした取り組みの中で、主に地域の人材による本物体験、伝統文化を生かした学習を通して、心豊かな児童生徒の育

成を図ることができている。

　地域の人材による本物体験、伝統文化を生かした学習などの機会が子どもたちの生きる力の育成に繋がるよう、きめ細

やかな指導に努める。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

成果 地域や社会で起こっている問題や出来事に関心があ 57.4 63.3 54.9 64.0 65.0
指標 る生徒の割合【小学校】（％）
成果 地域や社会で起こっている問題や出来事に関心があ 31.7 39.3 28.1 40.0 41.0
指標 る生徒の割合【中学校】（％）

　碧南市　魅力ある学校づくり事業　全12校　　173万円
他市との 　安城市　魅力ある学校づくり事業　             廃止
比較検証 　知立市　魅力ある学校づくり事業　全10校　  500万円

　高浜市　特色ある学校づくり事業　全 7校　   76万円　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

Ｄ

千円
３０年度 元年度 ２

　

年度 ３年度 ２年度

（決

　

算） （決算） （決算）

　

（予算） 事業費内訳

事

Ｏ

業費　① 13,600

　

13,600 13,6

　

00 13,000 合計

∧

13,600,000

　

 円
委託料 13,60

　

0,000 円

財
　
源

実

特定財源 0 0 0 0

一般

　

財源 13,600 13

　

,600 13,600

施

13,000

職員人件

　

費　② 2,315 2,

　

310 2,315 2,

∨

185

総事業費（①＋②） 15,915 15,910 15,915 15,185

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 教育文化

基本施

令

策 学校教育
施策体系

施

和

策の内容 教育内容の充

２

実

目
　
　
　
的

　「創意

年

ある学校づくり」に継

度

続的に取り組

主
た
る
内

評

容

　各学校が、地域の

価

人材による本物体験、

）

伝
むことで、小中学校

刈

及び特別支援学校の教

谷

育 統文化等を生かした

市

学習を通して、特色の

事

あ
水準の向上とともに

務

、心豊かな児童生徒の

事

育 る学校行事を運営す

業

る。
成を図る。

位
置
づ

評

け

関連計画 教育大綱

根

価

拠法令 地方教育行政の

シ

組織及び運営に関する

ー

法律

対象者 小中学校 事

ト

業期間 平成９年度 ～

実

（

施方法 □直営　■委託

様

　□指定管理　□補助

式

・助成　□その他

１）

会計名 担当部 教

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

育

０年度実績 元年度実績

部

２年度実績 ３年度計画

一

小学校15校と中学校

般

6校が取り小学校15

会

校と中学校6校が取り

計

小学校15校と中学校

創

6校が取り小学校15

意

校と中学校6校が取り

あ

組む。 組む。 組む。 組

る

む。
＜主な取り組み＞

学

双葉小にお ＜主な取り

校

組み＞亀城小にお ＜主

づ

な取り組み＞衣浦小に

く

お ＜主な取り組み＞刈

り

谷東中に
ける伝統文化

事

の継承 ける伝統・文化

業

を愛する心を ける伝統

担

・文化を愛する心を お

当

ける質の高い授業の創

課

造の
地域の著名人であ

学

る加藤与五 育む取り組

校

み 育む取り組み ための

教

取り組み
郎博士の生き

育

方を学び、学校 地域の

課

人材を講師として、和

款

地域の人材を講師とし

項

て、木 和装文化の専門

目

家を講師とし
の伝統で

担

ある与五郎劇を上演 装

当

、箏、茶道を体験した

係

。ま 工・彫刻講座を実

指

施した。ま て招聘し、

導

実際にゆかたを着
した

係

。 た、万燈祭りのお囃

1

子の練習 た、地域の人

0

材を講師として ること

1

で和装文化の素晴らし

3

に取り組んだ。 、箏の演奏会、体験授業を実



・防災　　　　　4校 ・防災　　　　　4校
・キャリア教育 16校 ・キャリア教育 16校 ・キャリア教育 17校 ・キャリア教育 11校
・伝統　　　　 11校 ・伝統　　　　  7校 ・伝統　　　　 11校 ・伝統　　　　  5校
・地域　　　　 11校 ・地域　　　　 14校 ・地域　　　　 12校 ・地域　　　　 12校

　子どもたちが自ら身近な問題を見つけ、自分たちの力で解決していこうとする積極的な態度が見られ、生きる力の育成

成果
がはかられた。

　平成30年10月15日より、総合的な学習の時間の一定割合（1／4程度）は、学校外での学習についても、授業として位置

づけられることになったが、学校外における授業を行う条件を十分に明確にできず、実施することが困難であった。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

成果 将来の夢や目標のある児童の割合 85.2 82.1 87.6 90.0 90.0
指標 （小学6年生）（％）
成果 将来の夢や目標のある生徒の割合 69.7 68.6 88.7 90.0 90.0
指標 （中学3年生）（％）

　安城市　29校　576.2万円。
他市との 　碧南市、高浜市、知立市は、総合的な学習の時間にかかる予算配当は行っていない。
比較検証

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

　

ト

単位：千円
３０年度

∧

元年度 ２年度 ３年度 ２

　

年度

（決算） （決算）

　

（決算） （予算） 事業

実

費内訳

事業費　① 2,

　

782 2,781 2,

　

856 2,752 合計

施

2,856,025 

　

円
役務費 30,000

　

 円

財
　
源

特定財源 0

∨

0 0 0 負担金、補助及び
交付金 2,826,025 円

一般財源 2,782 2,781 2,856 2,752

職員人件費　② 2,469 2,465 2,389 2,335

総事業費（①＋②） 5,251 5,246 5,245 5,087

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

学校教育
施策体系

施策

和

の内容 教育内容の充実

２

目
　
　
　
的

　各小中学

年

校の実態及び課題に応

度

じた総合的

主
た
る
内
容

評

　総合的な学習の時間

価

を使って、国際理解、

）

な学習を推進し、自ら

刈

課題を見つけ、自ら学

谷

情報、環境、福祉、健

市

康などの今日的な課題

事

び、自ら考え、主体的

務

に判断し、よりよく問

事

、子どもの興味関心に

業

合わせた課題、地域や

評

題を解決する資質や能

価

力を育てる。 学校の特

シ

色に応じた課題などの

ー

学習活動を行
　この総

ト

合的な学習を推進する

（

ため各校の裁 う小中学

様

校に対し、補助金を交

式

付する。
量で進める学

１

習の支援を図る。 　
【

）

総合的な学習の時間】

会

週２時間、小学校３年

計

生～中学校３年生

位
置

名

づ
け

関連計画  

根拠法

担

令 学習指導要領

対象者

当

小中学校 事業期間 平成

部

１２年度 ～

実施方法 □

教

直営　□委託　□指定

育

管理　■補助・助成　

部

□その他

一般会計
総合的な

Ｂ
　
事
　

学

業
　
実
　
績

３０年度実

習

績 元年度実績 ２年度実

実

績 ３年度計画

【課題別

施

取組み状況】 【課題別

事

取組み予定】 【課題別

業

取組み予定】 【課題別

担

取組み予定】
・国際理

当

解　　　3校 ・国際理

課

解　　　3校 ・国際理

学

解　　　1校 ・国際理

校

解　　　1校
・情報　

教

　　　　1校 ・情報　

育

　　　　2校 ・情報　

課

　　　　3校 ・情報　

款

　　　　3校
・環境　

項

　　　 12校 ・環境

目

　　　　 14校 ・環

担

境　　　　 13校 ・

当

環境　　　　  7校

係

・福祉　　　　　8校

指

・福祉　　　　　9校

導

・福祉　　　　　7校

係

・福祉　　　　　7校

1

・健康　　　　　2校

0

・健康　　　　　2校

1

・健康　　　　　8校

3

・健康　　　　　0校
・防災　　　　　5校 ・防災　　　　　4校



1

す
・教育支援委員会を

3

2回開催し　た。 　る。
　た。

　特別支援教育連携協議会、特別支援教育推進協議会、教育支援委員会とそれぞれの組織がうまく機能し、障害のある子

成果
どもたちの支援を行うことができた。

　特別支援教育連携協議会の小委員会の開催が少なかった。連携協議会をさらに充実させるために、小委員会において課

題を整理する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 適正な就学指導に向けた保護者向け就学支援相談会 3 3 3 3 3
指標 の実施回数(回）

指標
  安城市　特別支援教育推進事業 52.5万円、報償費 4.5万円、特別支援教育支援事業委託料 48万円

他市との 　碧南市　特別支援教育推進事業 14.4万円、特別支援教育・通級教室実施事業 33.7万円
比較検証 　知立市　発達障害児等支援事業 34万円、通級指導対応教員233.6万円、就学指導発達診断員30万円、報奨

　　　　　金20万円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,979 2,290 2,238 2,736 合計 2,238,352 円
報償費 90,000 円

財
　

Ｄ

源

特定財源 0 0 0 0 需

　

用費 8,832 円
委

　

託料 2,128,52

　

0 円

一般財源 1,9

Ｏ

79 2,290 2,2

　

38 2,736 負担金

　

、補助及び
交付金 11

∧

,000 円

職員人件

　

費　② 3,009 3,

　

004 2,912 2,

実

938

総事業費（①＋

　

②） 4,988 5,2

　

94 5,150 5,6

施

74

建
設
事
業

全体事業

　

費（単位：千円） 0 ２

　

年度特定財源名称

２年

∨

度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 教育文化

令

基本施策 学校教育
施策

和

体系
施策の内容 教育内

２

容の充実

目
　
　
　
的

　

年

障害のある児童生徒の

度

ニーズにあった教育

主

評

た
る
内
容

・刈谷市特別

価

支援教育連携協議会の

）

運営
的支援を行い、児

刈

童生徒の社会性、協調

谷

性を ・刈谷市特別支援

市

教育推進協議会への委

事

託
伸ばす。関係機関と

務

のネットワークの形成

事

を ・刈谷市教育支援委

業

員会の運営等
図り、特

評

別支援教育の深化向上

価

を目指す。

位
置
づ
け

関

シ

連計画

根拠法令

対象者

ー

事業期間 ～

実施方法 ■

ト

直営　■委託　□指定

（

管理　□補助・助成　

様

□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　

部

業
　
実
　
績

３０年度実

教

績 元年度実績 ２年度実

育

績 ３年度計画

・特別支

部

援教育連携協議会を2

一

・特別支援教育連携協

般

議会を2・特別支援教

会

育連携協議会の ・特別

計

支援教育連携協議会を

特

2
　回開催した。必要

別

に応じ　 　回開催した

支

。必要に応じ　 　小委

援

員会を1回開催した。

教

　回開催する。必要に

育

応じ　
　て、小委員会

活

を開催した。 　て、小

動

委員会を開催した。 ・

事

特別支援教育推進協議

業

会と 　て、小委員会を

担

開催する。
・特別支援

当

教育推進協議会と ・特

課

別支援教育推進協議会

学

と 　して、特別支援学

校

級の児童 ・特別支援教

教

育推進協議会と
　して

育

合同運動会、合同宿泊

課

　して合同運動会、交

款

流会な 　生徒のための

項

行事を開催し 　して、

目

特別支援学級の児童
　

担

訓練など、特別支援学

当

級の 　ど、特別支援学

係

級の児童生 　た｡ 　生

特

徒のための行事を開催

別

す
　児童生徒のための

支

行事を開 　徒のための

援

行事を開催した｡・教

教

育支援委員会を2回開

育

催し　る｡
　催した｡

係

・教育支援委員会を2

1

回開催し　た。 ・教育

0

支援委員会を2回開催



・ 　おもしろランドの開催   おもしろランドの開催予定
　理科研究発表会・算数数学 　理科研究発表会・算数数学 ＜教員対象＞ ＜教員対象＞
　おもしろランドの開催 　おもしろランドの開催 ・教材開発研修の実施 ・教材開発研修の実施予定
＜教員対象＞ ＜教員対象＞
・教材開発研修の実施 ・教材開発研修の実施

　刈谷市では長年、科学教育に力を注いできている。理数大好き推進協議会へ事業を委託することにより、理科研究発表

成果
会の開催や創意工夫工作ガイドの発刊、様々な科学技術見学会等を充実させることができ、児童生徒の創造性を育み、科

学を好きな子の育成ができている。

　化石採集地層見学会の参加希望者が多く、全員の希望をかなえられない状況である。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

成果 数学が好きな生徒の割合（％） 55.8 61 58.2 60 65
指標
成果 理科研究・創意工夫工作の全国入選数（点） 72 77 62 70 80
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算

Ｄ

） 事業費内訳

事業費　

　

① 4,700 4,70

　

0 4,700 4,28

　

0 合計 4,700,0

Ｏ

00 円
委託料 2,0

　

00,000 円

財
　

　

源

特定財源 0 0 0 0 負

∧

担金、補助及び
交付金

　

2,700,000 

　

円

一般財源 4,700

実

4,700 4,700

　

4,280

職員人件費

　

　② 1,466 1,4

施

63 1,419 1,2

　

81

総事業費（①＋②

　

） 6,166 6,16

∨

3 6,119 5,561

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 教育文化

基本施策 学

令

校教育
施策体系

施策の

和

内容 教育内容の充実

目

２

　
　
　
的

　理数大好き

年

推進協議会へ事業委託

度

するとと

主
た
る
内
容

　

評

理数大好き推進協議会

価

への事業委託及び小
も

）

に、各小中学校が実施

刈

する理科研究発表や 中

谷

学校への理科研究補助

市

を行う。
各種研究物の

事

出品、応募等を支援す

務

る。 【理数大好き推進

事

協議会】
　このことに

業

より、児童生徒の科学

評

技術への 〇理科研究
興

価

味・関心を高め、観察

シ

・実験などの探究活 〇

ー

創意工夫工作ガイドの

ト

発行
動や自然及び科学

（

技術にふれる機会を増

様

やす 〇生活創意工夫展

式

での算数数学おもしろ

１

ラン
。 ドの開設
　また

）

、教員による教材開発

会

等の一層の充実 〇化石

計

採集・地層見学会
と拡

名

大を図り、理数に興味

担

を示す児童生徒の 〇先

当

端科学技術見学会
育成

部

を図る。 　（トヨタ系

教

企業の協力による）
〇

育

理科教育研修事業
〇自

部

然科学体験講座

位
置
づ

一

け

関連計画  

根拠法令

般

 

対象者 小中学校児童

会

生徒　教員 事業期間 平

計

成２１年度 ～

実施方法

理

□直営　■委託　□指

数

定管理　■補助・助成

大

　□その他

好き推進事業
担当

Ｂ
　
事

課

　
業
　
実
　
績

３０年度

学

実績 元年度実績 ２年度

校

実績 ３年度計画

＜児童

教

・生徒対象＞ ＜児童・

育

生徒対象＞ ＜児童・生

課

徒対象＞ ＜児童・生徒

款

対象＞
・理科研究・創

項

意工夫工作ガ ・理科研

目

究・創意工夫工作ガ ・

担

理科研究・創意工夫工

当

作ガ ・理科研究・創意

係

工夫工作ガ
　イドの発

指

行 　イドの発行 　イド

導

の発行 　イドの発行予

係

定
・エネルギー関係事

1

業所見学 ・エネルギー

0

関係事業所見学 ・理科

1

研究発表会・算数数学

3

・理科研究発表会・算数数学 
  会・化石採集地層見学会・ 　会・化石採集地層見学会



ぶ体験をしたことで、生徒たちが幼児への関心と理解を深め、かかわり方を

工夫できるようになった。また、生徒たちは、次世代の親として成長していく過程で理解・体験すべき内容を知ることが

でき、思いやりの心を育む上でも大変よい成果を得ることができた。

　各校ごとに、事前に幼稚園や保育園に出向き、園との共通理解のもとで取り組んでいる。全中学校が行うようになって

きたので、学校と園との日程調整が難しくなってきている。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 生徒1人あたりの幼児についての学習時間数（時間 16 16 16 16 16
指標 ）

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 841 793 782 867 合計 781,800 円
委託料 781,800 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 841 793 782 867

職員人件費　② 463 462 448 452

総事業費（①＋②） 1,304 1,255 1,230 1,31

Ｄ

9

建
設
事
業

全体事業費

　

（単位：千円） 0 ２年

　

度特定財源名称

２年度

　

までの累積事業費 0

４

Ｏ

年度以降の事業費見込

　

0

　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 学校

令

教育
施策体系

施策の内

和

容 児童生徒へのきめ細

２

かな対応

目
　
　
　
的

　

年

次世代の親を育成する

度

ため、中学生に乳幼

主

評

た
る
内
容

　中学校3年

価

生の家庭科の保育学習

）

の時間を中
児と接した

刈

り、幼い子どもの世話

谷

を体験する 心に幼児園

市

等に出かけ、幼児と遊

事

ぶ体験をす
機会を与え

務

、豊かな心を育成する

事

。 る。事前に幼児の発

業

達段階やふさわしい遊

評

び
について学習した上

価

で、手作りのおもちゃ

シ

等
を準備する。

位
置
づ

ー

け

関連計画  

根拠法令

ト

 

対象者 中学校生徒 事

（

業期間 平成１８年度 ～

様

実施方法 □直営　■委

式

託　□指定管理　□補

１

助・助成　□その他

）

会計名 担当部 教育

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

３０年度実績 元年度実

一

績 ２年度実績 ３年度計

般

画

中学校の家庭科の保

会

育学習の 中学校の家庭

計

科の保育学習の 新型コ

保

ロナウイルス感染拡大

育

中学校の家庭科の保育

体

学習の
時間を中心に、

験

幼稚園等に出 時間を中

実

心に、幼稚園等に出 防

施

止のため、保育体験を

事

実施 時間を中心に、幼

業

児園等に出
かけ、事前

担

に準備した手作り かけ

当

、事前に準備した手作

課

り しなかった。 かけ、

学

事前に準備した手作り

校

のおもちゃで幼児と遊

教

んだり のおもちゃで幼

育

児と遊んだり のおもち

課

ゃで幼児と遊んだり
紙

款

芝居の読み聞かせを行

項

った 紙芝居の読み聞か

目

せを行った 紙芝居の読

担

み聞かせを行った
りす

当

ることで、保育学習の

係

充 りすることで、保育

指

学習の充 りすることで

導

、保育学習の充
実を図

係

った。 実を図った。 実

1

を図る。

　中学校の家

0

庭科の保育学習の時間

1

を中心に、市内全中学

3

校の3年生が、実際に幼稚園等に出掛け、事前に準備した手作

成果
りのおもちゃや紙芝居等を使って、幼児と遊



％ ・専修学校　　　     6.4％
・就職　　　　 　　  0.1％ ・就職　　　　 　　  0.2％ ・就職　　　　 　　  0.2％
・その他　　  　　　 0.7％ ・その他　　  　　　 0.9％ ・その他　　  　　　 0.4％

　生徒の進路希望の実現に向け、保護者と連絡を密に取り、必要な資料やデータを提示する中で、該当生徒の適正や可能

成果
性を模索し、自己実現に近づく進路指導を行った。

　中学校卒業者の雇用が少なく、就職希望者が就職できずにアルバイトや家事従事になってしまう。進路が未定にならな

いように指導をしなければならない。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

成果 高等学校等への進学率（％） 99.2 99.6 99.6 99.6 99.7
指標
成果 進路未定者（％） 0.7 0.3 0.4 0.3 0.2
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,

Ｄ

241 4,241 4,

　

241 4,000 合計

　

4,241,000 

　

円
委託料 4,241,

Ｏ

000 円

財
　
源

特定

　

財源 0 0 0 0

一般財源

　

4,241 4,241

∧

4,241 4,000

　

職員人件費　② 1,9

　

29 1,925 2,1

実

65 1,883

総事業

　

費（①＋②） 6,17

　

0 6,166 6,40

施

6 5,883

建
設
事
業

　

全体事業費（単位：千

　

円） 0 ２年度特定財源

∨

名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　

３

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 教育

（

文化

基本施策 学校教育

令

施策体系
施策の内容 児

和

童生徒へのきめ細かな

２

対応

目
　
　
　
的

　中学

年

生の高校進学、就職指

度

導を目的とした

主
た
る

評

内
容

　高校進学、就職

価

指導を目的とした生徒

）

の将
生徒の将来への適

刈

切な指導の充実を図る

谷

。 来への適切な指導の

市

充実を図るため以下の

事

内
容等を刈谷市教育研

務

究会へ事業を委託する

事

。
　
〇進路指導計画、

業

指導の進め方の検討
〇

評

進路状況の調査
〇高等

価

学校の特色の分析
〇事

シ

業所の特色の分析
〇志

ー

願状況の分析検討

位
置

ト

づ
け

関連計画  

根拠法

（

令  

対象者 中学校3年

様

生 事業期間 ～

実施方法

式

□直営　■委託　□指

１

定管理　□補助・助成

）

　□その他

会計名 担当部 教育

Ｂ
　
事

部

　
業
　
実
　
績

３０年度

一

実績 元年度実績 ２年度

般

実績 ３年度計画

・国公

会

立　　　　　  64

計

.1％ ・国公立　　　

進

　　  62.0％ ・

路

国公立　　　　　  

指

65.1％ 　生徒の個

導

に応じた適切な進
・私

事

立　 　　　　   

業

22.9％ ・私立　 

担

　　　　   23.

当

5％ ・私立　 　　　

課

　   22.4％ 路

学

を決定する。
・定時制

校

　　　    　 2

教

.6％ ・定時制　　　

育

    　 2.7％

課

・定時制　　　   

款

 　 2.0％
・通信

項

制　　　　　   7

目

.6％ ・通信制　　　

担

　　   8.8％ ・

当

通信制　　　　　  

係

 1.7％
・高等専門

指

学校　     0.

導

4％ ・高等専門学校　

係

     0.6％ ・

1

高等専門学校　   

0

  0.5％
・特別支

1

援学校　     0

3

.7％ ・特別支援学校　     1.2％ ・特別支援学校　     1.3％
・専修学校　　　     0.4％ ・専修学校　　　     0.1



値（指数） 52.8 51.5 52.2 53 54
指標

　少人数授業非常勤は、県費で配置されるが、不足分を各市で予算化し補っている。
他市との 　碧南市は少人数授業9名 3,270万円(小学校1～3年)を配置、高浜市は少人数授業11名 2,573万円(小中学校
比較検証 )を配置、安城市は少人数加配(常勤)31名 少人数授業3名 1億7343.3万円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 73,836 74,088 91,446 0 合計 91,445,653 円
報酬 79,036,020 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 職員手当等 11,252,703 円
旅費 1,156,930 円

一般財源 73,836 74,088 91,446 0

職員人件費　② 2,315 2,310 2,762 2,335

総事業費（①＋②） 76,151 76,398 94,208 2,335

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 教育文化

基本施策 学

令

校教育
施策体系

施策の

和

内容 児童生徒へのきめ

２

細かな対応

目
　
　
　
的

年

　少人数授業を充実す

度

ることにより、一人ひ

評

主
た
る
内
容

〇全ての小

価

学校で少人数授業を実

）

施
とりの児童にきめ細

刈

かな指導を行ない、学

谷

力 〇授業時間　週２０

市

時間
の向上及び生活指

事

導の充実を図る。 〇加

務

配非常勤講師　３６人

事

位
置
づ
け

関連計画  

根

業

拠法令  

対象者 小学校

評

事業期間 平成１５年度

価

～

実施方法 ■直営　□

シ

委託　□指定管理　□

ー

補助・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

担

績

３０年度実績 元年度

当

実績 ２年度実績 ３年度

部

計画

小学校15校（全

教

校）へ、少人 小学校1

育

5校（全校）へ、少人

部

小学校15校（全校）

一

へ、少人 小学校15校

般

（全校）へ、少人
数授

会

業に対応するための非

計

常 数授業に対応するた

少

めの非常 数授業に対応

人

するための非常 数授業

数

に対応するための非常

授

勤講師を36名雇用し

業

た。 勤講師を36名雇

充

用した。 勤講師を36

実

名雇用した。 勤講師を

事

36名雇用する。

　少

業

人数授業を行うことに

担

より、算数を始めとす

当

る各教科において学習

課

内容の理解度が高まっ

学

たという成果を得てい

校

る。

成果
　また、22

教

年度から増加した6名

育

の非常勤講師による体

課

育や音楽の実技指導は

款

、子どもたちのやる気

項

を大いに喚起させて

い

目

る。

　今後は、体力向

担

上を図る上でも、体育

当

の少人数授業をさらに

係

充実させることが必要

指

である。

　また、中学

導

校への配置についても

係

検討する必要がある。

1

課題

指標名称（単位）

0

実績値 目標値

３０年度

1

元年度 ２年度 ３年度 ５

3

年度

活動 非常勤講師数（人） 36 36 36 36 37
指標
成果 標準学力テスト（算数）偏差



業を行うことができ、外国語活動が充実し、活性化を図ることができた。子どもたちがネイティ

成果
ブな発音に触れ、自然に会話できるようになっている。外国の方と会話をすることができた経験は、子どもたちの自信に

つながっている。

　副教材が変更されたことにより、小学校外国語活動の授業内容も修正が必要となる。

　英語による言語活動が求められているが、子どもたちの「できた」「分かった」という思いをより強くするには、日本
課題

語による言語活動も状況によっては、必要になってくる。子どもたちの実態にあわせ、外国人講師の活用の仕方を工夫し

たい。

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 授業における、生徒の英語による言語活動時間の割 81．8 79 81 81 83
指標 合（50％以上）【中学校】（％）
成果 英語の授業では、英語に興味をもって、先生や友達 70 72 74 74 76
指標 と英語で話しているか【小学校】（％）

　碧海５市においても、同様の英語指導助手派遣事業は行われている。
他市との 　本市では、ＡＬＴとの役割分担が効果的に行われるように、市独自で作成した小学校の年間の指導案をＡ
比較検証 ＬＴと共有している。

Ｄ

Ｃ
　

　

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

　

位：千円
３０年度 元年

　

度 ２年度 ３年度 ２年度

Ｏ

（決算） （決算） （決

　

算） （予算） 事業費内

　

訳

事業費　① 54,7

∧

56 55,263 78

　

,078 78,078

　

合計 78,078,0

実

00 円
委託料 78,

　

078,000 円

財

　

　
源

特定財源 0 0 0 0

施

一般財源 54,756

　

55,263 78,0

　

78 78,078

職員

∨

人件費　② 849 847 1,344 1,205

総事業費（①＋②） 55,605 56,110 79,422 79,283

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 教育文化

基本

令

施策 学校教育
施策体系

和

施策の内容 教育内容の

２

充実

目
　
　
　
的

　国際

年

的視野をもたせる必要

度

があるという考

主
た
る

評

内
容

　小中学校英語指

価

導業務を委託する。
え

）

のもと、子どもたちに

刈

外国語によるコミュ ・

谷

外国人英語指導講師を

市

小中学校に派遣し、
ニ

事

ケーション能力を身に

務

付ける。 担任教師とと

事

もに英語授業を行う。

業

　児童生徒が外国人講

評

師と触れ合い、生きた

価

・小中学校の現職教育

シ

の指導助言を必要に応

ー

英語を学ぶことにより

ト

、英語に対する興味・

（

じて行う。
関心を深め

様

、英語学習の充実を図

式

る。 ・カリヤイングリ

１

ッシュフェスティバル

）

の審
査員を行う。

位
置

会

づ
け

関連計画 教育大綱

計

、学習指導要領

根拠法

名

令  

対象者 小中学校児

担

童生徒 事業期間 平成１

当

２年度 ～

実施方法 □直

部

営　■委託　□指定管

教

理　□補助・助成　□

育

その他

部

一般会計
小中学

Ｂ
　
事
　
業

校

　
実
　
績

３０年度実績

英

元年度実績 ２年度実績

語

３年度計画

・外国人英

指

語指導講師 ・外国人英

導

語指導講師 ・外国人英

補

語指導講師 ・外国人英

助

語指導講師
　中学校3

事

名、小学校7名 　中学

業

校3名、小学校7名 　

担

中学校3名、小学校1

当

1名 　中学校3名、小

課

学校11名
・小学校1

学

学級あたりの年間活・

校

小学校1学級あたりの

教

年間活・小学校1学級

育

あたりの年間活・小学

課

校1学級あたりの年間

款

活
　動時間数 　動時間

項

数 　動時間数 　動予定

目

時間数
　5、6年生　

担

各50時間 　5、6年

当

生　各50時間 　5、

係

6年生　各70時間 　

指

5、6年生　各70時

導

間
　3、4年生　各1

係

5時間 　3、4年生　

1

各35時間 　3、4年

0

生　各35時間 　3、

1

4年生　各35時間

　

3

担任教員がＡＬＴと授



・中国語
　小学生16人、中学生12人 　小学生15人、中学生10人 　小学生10人、中学生7人 　小学生13人、中学生10人
【プレスクール】 【プレスクール】 【プレスクール】 【プレスクール】
 小学生25人、中学生4人  小学生25人、中学生10人  小学生22人、中学生12人  小学生13人、中学生7人
※3月調査による

　語学指導員、語学相談員により、個に応じたきめ細かな指導ができた。

成果

・タガログ語の翻訳件数が増加し、語学指導員の翻訳作業が時間外になることがあった。

・プレスクールに通う生徒が増えたことにより、一人一人の職員の業務内容が増加した。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 語学指導員・語学相談員数（人） 7 7 8 8 8
指標
成果 外国人生徒の高等学校等への進学割合（％） 84 90 90 90 93
指標

　碧南市の語学指導員は、ポルトガル語3人、スペイン語1人、他の言語3人　ﾌﾟﾚ委託等　846.2万円
他市との 　安城市の語学相談員は、ポルトガル語4人、タガログ語3.5人 中国語0.5人　ﾌﾟﾚ委託等　2,560万円
比較検証 　知立市の早期適応指導員3人904万円、日本語指導助手2人757.4万円　日本語翻訳者421.6万円　

　高浜市の早期体対応指導員 通訳　

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　

Ｃ
　

∧

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

　

位：千円
３０年度 元年

　

度 ２年度 ３年度 ２年度

実

（決算） （決算） （決

　

算） （予算） 事業費内

　

訳

事業費　① 17,0

施

98 19,654 20

　

,363 22,434

　

合計 20,363,4

∨

04 円
報償費 20,227,502 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 119,415 円
役務費 16,487 円

一般財源 17,098 19,654 20,363 22,434

職員人件費　② 1,157 1,155 1,344 1,356

総事業費（①＋②） 18,255 20,809 21,707 23,790

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

学校教育
施策体系

施策

和

の内容 児童生徒へのき

２

め細かな対応

目
　
　
　

年

的

　ポルトガル語（ブ

度

ラジル人）、タガログ

評

語

主
た
る
内
容

　【巡回

価

指導】
（フィリピン人

）

）及び中国語に対応す

刈

る語学 　語学指導員（

谷

ポルトガル語1人、タ

市

ガログ語
指導員を小中

事

学校へ派遣、または語

務

学相談員 2人、中国語

事

1人）が、児童生徒の

業

状況や要望
を拠点校に

評

配置するなどして、外

価

国人児童生 に応じ、児

シ

童生徒及び保護者の相

ー

談等に対応
徒に生活適

ト

応支援や語学指導等を

（

行うことに するため計

様

画的に小中学校の巡回

式

指導を行う
より、外国

１

人児童生徒の教育支援

）

及び学校生 。 
活の充

会

実を図る。 【プレスク

計

ール（拠点校指導）】

名

　語学相談員（ポルト

担

ガル語1人、タガログ

当

語
3人）が、かりがね

部

小学校と朝日小学校を

教

拠点
校として、日本語

育

教育等の初期指導を行

部

う。

位
置
づ
け

関連計画

一

 

根拠法令  

対象者 小

般

中学校外国人児童生徒

会

事業期間 平成４年度 ～

計

実施方法 ■直営　□委

外

託　□指定管理　□補

国

助・助成　□その他

人児童等指導事業
担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

当

３０年度実績 元年度実

課

績 ２年度実績 ３年度計

学

画

【巡回指導】 【巡回

校

指導】 【巡回指導】 【

教

巡回指導】
・ポルトガ

育

ル語 ・ポルトガル語 ・

課

ポルトガル語 ・ポルト

款

ガル語
　小学生37人

項

、中学生22人 　小学

目

生45人、中学生20

担

人 　小学生29人、中

当

学生13人 　小学生1

係

9人、中学生7人
・タ

指

ガログ語 ・タガログ語

導

・タガログ語 ・タガロ

係

グ語
　小学生71人、

1

中学生35人 　小学生

0

70人、中学生35人

1

　小学生54人、中学

3

生31人 　小学生45人、中学生40人
・中国語 ・中国語 ・中国語



ンド指導員」、碧南市では「ハートフレンド」
他市との を配置し、同様の取り組みを行ってきている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,233 4,230 4,039 4,620 合計 4,039,273 円
報償費 3,870,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 169,273 円

一般財源 4,233 4,230 4,039 4,620

職員人件費　② 1,080 1,078 1,643 1,507

総事業費（①＋②） 5,313 5,308 5,682 6,127

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 教育文化

基本施策 学

令

校教育
施策体系

施策の

和

内容 児童生徒へのきめ

２

細かな対応

目
　
　
　
的

年

　全中学校に、生徒が

度

悩み等を気軽に話すこ

評

主
た
る
内
容

　全中学校

価

に、週３日～５日、１

）

日４時間、
とができ、

刈

ストレスを和らげる第

谷

三者的な存 年間６８０

市

時間、大学生等を心の

事

教室相談員
在となり得

務

る者を心の教室相談員

事

として生徒 として配置

業

する。
の身近に配置し

評

、生徒が心のゆとりを

価

もてる
ような環境を提

シ

供する。

位
置
づ
け

関連

ー

計画  

根拠法令  

対象

ト

者 中学校生徒 事業期間

（

平成１０年度 ～

実施方

様

法 ■直営　□委託　□

式

指定管理　□補助・助

１

成　□その他

）

会計名 担当部 教

Ｂ
　

育

事
　
業
　
実
　
績

３０年

部

度実績 元年度実績 ２年

一

度実績 ３年度計画

各中

般

学校に1名または2名

会

の相 各中学校に1名ま

計

たは2名の相 各中学校

心

に1名または2名の相

の

各中学校に1名または

教

2名の相
談員を、各校

室

合計で週に5日、談員

相

を、各校合計で週に5

談

日、談員を、各校合計

員

で週に5日、談員を、

事

各校合計で週に5日、

業

1日4時間、年間68

担

0時間、配置1日4時

当

間、年間680時間、

課

配置1日4時間、年間

学

680時間、配置1日

校

4時間、年間680時

教

間、配置
した。 した。

育

した。 する。

　人間関

課

係などで悩みを持った

款

生徒が気軽に相談でき

項

、生徒の精神的なスト

目

レスを軽減することが

担

できている。

成果

　生

当

徒の問題が多様化して

係

きており、相談時間の

指

増加が望まれる。

課題

導

指標名称（単位）
実績

係

値 目標値

３０年度 元年

1

度 ２年度 ３年度 ５年度

0

成果 中学校生徒の不登

1

校の割合（％） 4.4

3

4.6 4.3 4 3
指標

 
指標

　高浜市では「スクールヘルパー」、知立市では「あいフレ



育

・亀城小　　・富士松

係

東小 ・日高小　　・双

1

葉小 ・亀城小　　・小

0

垣江小
・日高小　　・

1

小垣江東小 ・小高原小

3

　・小垣江小　　 ・衣浦小　　・東刈谷小　　 ・小高原小　・双葉小　
・衣浦小　　・双葉小 ・衣浦小　　・双葉小 ・住吉小　　・朝日小 ・日高小　　・東刈谷小
・住吉小　　・東刈谷小 ・住吉小　　・東刈谷小 ・かりがね小 ・衣浦小　　・朝日小　　
・かりがね小・朝日小 ・かりがね小・朝日小 ・富士松南小 ・住吉小　　・かりがね小
・平成小 ・平成小

　支援指導補助員が配置されたことにより、特別支援学級に在籍する児童生徒にきめ細かい支援や指導ができるようにな

成果
った。

　より専門的な知識や技能をもった支援指導補助員を配置することでその子に応じた支援や指導ができるようにしていき

たい。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 特別支援学級児童生徒支援指導補助員（人） 23 20 20 21 25
指標
活動 支援が必要な児童生徒に対する支援指導補助員の充 100 100 100 100 100
指標 足率（％）

以下の4市は本市における学校教育活動支援事業、特別支援学級児童生徒支援事業、肢体不自由児童生徒介
他市との 助支援事業が一体となっている。
比較検証 安城市　7,033.8万円　　　碧南市　3,094.5万円

知立市　2,336  万円　　  高浜市　5,972.1万円

Ｄ
　

Ｃ

　

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

　

単位：千円
３０年度 元

Ｏ

年度 ２年度 ３年度 ２年

　

度

（決算） （決算） （

　

決算） （予算） 事業費

∧

内訳

事業費　① 24,

　

604 21,446 2

　

4,663 0 合計 24

実

,662,884 円

　

報酬 21,427,6

　

79 円

財
　
源

特定財

施

源 0 0 0 0 職員手当等

　

2,746,815 

　

円
旅費 488,390

∨

 円

一般財源 24,604 21,446 24,663 0

職員人件費　② 2,083 2,079 2,091 2,034

総事業費（①＋②） 26,687 23,525 26,754 2,034

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

令和３

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

教育文化

基本施策 学校

和

教育
施策体系

施策の内

２

容 児童生徒へのきめ細

年

かな対応

目
　
　
　
的

　

度

特別支援学級に在籍す

評

る特に重度な障害等

主

価

た
る
内
容

　市内小中学

）

校の特別支援学級（知

刈

的障害学
のある児童生

谷

徒に対して、その障害

市

の状態に 級・自閉症情

事

緒障害学級・病弱学級

務

等）在籍
応じ、適切な

事

教育支援及び介助支援

業

を行う。 の児童生徒の

評

うち、重複障害のある

価

特に支援
　　　　　　

シ

　　 の必要な児童生徒

ー

について適切な教育支

ト

援を
経緯 行うとともに

（

、他の特別支援学級在

様

籍の児童
　平成25年

式

9月1日からの学校教

１

育法施行令の 生徒にも

）

十分な教育活動を行う

会

ために、児童
一部改正

計

により、従来特別支援

名

学校に就学し 生徒の障

担

害の状態に応じ、適切

当

な教育支援を
てきた障

部

害の重い児童生徒が通

教

常の小中学校 行う支援

育

員を配置する。
に就学

部

することが多くなって

一

おり、特別支援
学級の

般

児童生徒に十分な指導

会

が行き届かない
状態が

計

ある。

位
置
づ
け

関連計

特

画

根拠法令

対象者 小中

別

学校 事業期間 ～

実施方

支

法 ■直営　□委託　□

援

指定管理　□補助・助

学

成　□その他

級児童生徒支援事

Ｂ
　

業

事
　
業
　
実
　
績

３０年

担

度実績 元年度実績 ２年

当

度実績 ３年度計画

【配

課

置校】 【配置校】 【配

学

置校】 【配置校】
・富

校

士松中　・富士松南小

教

・刈谷東中　・日高小

育

・雁が音中　・富士松

課

北小 ・刈谷東中　・富

款

士松南小
・雁が音中　

項

・富士松北小 ・富士松

目

中　・富士松南小 ・富

担

士松中　・富士松東小

当

・富士松中　・富士松

係

北小
・亀城小　　・富

特

士松東小 ・雁が音中　

別

・富士松北小 ・小高原

支

小　・小垣江小 ・雁が

援

音中　・富士松東小
・

教

小高原小　・小垣江小



教

100.0 100.0

育

100.0 100.0

係

100.0
指標 足率（

1

％）
以下の4市は本市

0

における学校教育活動

1

支援事業、特別支援学

3

級児童生徒支援事業、肢体不自由児童生徒介
他市との 助支援事業が一体となっている。
比較検証 安城市　7,033.8万円　　　碧南市　3,094.5万円

知立市　2,336  万円　　  高浜市　5,972.1万円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 14,717 14,009 15,543 0 合計 15,543,213 円
報酬 13,498,900 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 職員手当等 1,730,733 円
旅費 313,580 円

一般財源 14,717 14,009 15,543 0

職員人件費　② 2,083 2,079 2,091 2,034

総事業費（①＋②） 16,800 16,088 17,634 2,034

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 教育文化

基本施策 学

和

校教育
施策体系

施策の

２

内容 児童生徒へのきめ

年

細かな対応

目
　
　
　
的

度

　肢体不自由な児童生

評

徒は、移動、食事、排

価

主
た
る
内
容

　特に下肢

）

に障害のある児童生徒

刈

に対して、
泄、衣服の

谷

着脱等、困難な状況に

市

陥る場合が その障害に

事

応じて適切な介助を行

務

うため、該
あり、対象

事

児童生徒の学校生活を

業

支援するた 当校に配置

評

する。
め介助支援員を

価

配置する。

位
置
づ
け

関

シ

連計画

根拠法令

対象者

ー

小中学校 事業期間 ～

実

ト

施方法 ■直営　□委託

（

　□指定管理　□補助

様

・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

教

０年度実績 元年度実績

育

２年度実績 ３年度計画

部

（配置校） （配置校）

一

（配置校） （配置校）

般

小高原小、日高小、衣

会

浦小、 亀城小、小高原

計

小、日高小、 亀城小、

肢

小高原小、日高小、 小

体

高原小、日高小、衣浦

不

小、
かりがね小、富士

自

松北小、小 衣浦小、富

由

士松東小、小垣江 衣浦

児

小、平成小、富士松東

童

小 平成小、富士松南小

生

、富士松
垣江小、朝日

徒

小、刈谷南中、 小、朝

介

日小、刈谷南中、刈谷

助

、小垣江小、朝日小、

支

刈谷南 東小、朝日中
刈

援

谷東中、富士松中、雁

事

が音 東中、雁が音中 中

業

、刈谷東中、富士松中

担

中

　介助支援員を配置

当

することにより、肢体

課

不自由児童生徒に対し

学

て適切な介助ができた

校

。

成果

　より専門的な

教

知識、技能をもった介

育

助支援員を配置するこ

課

とで、児童生徒に機能

款

訓練的な指導をしたい

項

。

課題

指標名称（単位

目

）
実績値 目標値

３０年

担

度 元年度 ２年度 ３年度

当

５年度

活動 肢体不自由

係

児童生徒介助支援員人

特

数 14 13 12 8 10

別

指標 （人）
成果 介助支

支

援が必要な児童生徒に

援

対する介助支援員の充



担を軽減することができた。

　健康診断等、養護教諭が複数必要な場面においても活用できるとよい。人材確保が難しいため、看護師の派遣も検討で

きるとよい。令和２年度はコロナ禍で学校行事等が中止となったため、配置日数が少なくなった。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 養護教諭支援員配置日数（日） 100 120 54 120 120
指標

指標
碧南市：支援員5名　修学旅行・みどりの学校・代休　\1,540/時間　86.5万円

他市との 安城市：301.9万円　\2,920/時間
比較検証 高浜市：なし

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,004 2,079 994 0 合計 994,005 円
報酬 982,695 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 11,310 円

一般財源 2,004 2,079 994 0

職員人件費　② 463 462 448 452

総事業費（①＋②） 2,467 2,541 1,442 452

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費

Ｄ

見込 0

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 教育文化

基本施

令

策 学校教育
施策体系

施

和

策の内容 児童生徒への

２

きめ細かな対応

目
　
　

年

　
的

　養護教諭が付き

度

添う宿泊を伴う行事（

評

修学

主
た
る
内
容

　宿泊

価

を伴う学校行事及び校

）

外での研修・会
旅行、

刈

みどりの学校等）及び

谷

校外における養 議の参

市

加により養護教諭が不

事

在となる場合に
護教諭

務

を対象とした研修、会

事

議等への参加に 、養護

業

教諭支援員を計画的に

評

配置し、学校で
より、

価

学校に養護教諭が不在

シ

となる間、学校 の養護

ー

教諭の業務を行う。
に

ト

養護教諭支援員を配置

（

し、児童生徒のけが
や

様

病気への対応が十分に

式

できるようにし、学
校

１

の安全面での強化を図

）

る。

位
置
づ
け

関連計画

会

根拠法令

対象者 小中学

計

校 事業期間 平成２７年

名

度 ～

実施方法 ■直営　

担

□委託　□指定管理　

当

□補助・助成　□その

部

他

教育部

一般会計
養

Ｂ
　
事
　
業
　
実

護

　
績

３０年度実績 元年

教

度実績 ２年度実績 ３年

諭

度計画

宿泊を伴う学校

支

行事により養 宿泊を伴

援

う学校行事や研修に 宿

員

泊を伴う学校行事や研

配

修に 宿泊を伴う学校行

置

事や研修に
護教諭が不

事

在になる場合の､学よ

業

り養護教諭が不在にな

担

る場 より養護教諭が不

当

在になる場 より養護教

課

諭が不在になる場
校で

学

の養護教諭業務 合の､

校

学校での養護教諭業務

教

合の､学校での養護教

育

諭業務 合の､学校での

課

養護教諭業務
支援員数

款

　　　8名 支援員数　

項

　 21名 支援員数　

目

　 21名 支援員数　

担

　 21名
配置日数　

当

　100日 配置日数　

係

　120日 配置日数　

指

　 54日 配置日数　

導

　120日

　養護教諭

係

不在中の学校で、児童

1

生徒のけがや病気に対

0

し、専門的な知識をも

1

って対応することがで

3

きた。児童生徒の安

成果
全確保と教職員の負



度 ２年度 ３年度 ５年度

成果 小中学校各教科偏差値平均50以上の割合（％） 93 89 88 90 95
指標
成果 小学校理科（4～6年）の偏差値50以上の学年の割合 66 67 42 50 60
指標 （％）

　碧南市、安城市、知立市、高浜市は学校ごとに判断して、保護者負担で実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 15,749 15,625 16,361 17,701 合計 16,361,054 円
需用費 16,361,054 円

財
　
源

特定財源 3,293 3,256 3,259 3,856

一般財源 12,456 12,369 13,102 13,845

職員人件費　② 2,006 2,002 2,315 2,109

総事業費（①＋②） 17,755 17,627 18,676 19,810

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 教育課程実施状況調査負担金

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 教育文化

基本施

令

策 学校教育
施策体系

施

和

策の内容 教育内容の充

２

実

目
　
　
　
的

　児童生

年

徒の学力定着度を客観

度

的に把握し、

主
た
る
内

評

容

・標準学力調査
確か

価

な学力を身に付けさせ

）

るための標準学力 　小

刈

４　国・社・算・理
調

谷

査及び知能検査用品を

市

購入する。 　小５　国

事

・社・算・理・意識調

務

査
　小６　国・社・算

事

・理
　中１　国・社・

業

数・理
　中２　国・社

評

・数・理・英・意識調

価

査
　中３　国・社・数

シ

・理・英
　
・知能検査

ー

　小２・小４・小６・

ト

中１・中３　実施

位
置

（

づ
け

関連計画

根拠法令

様

対象者 小中学校児童生

式

徒 事業期間 平成１８年

１

度 ～

実施方法 ■直営　

）

□委託　□指定管理　

会

□補助・助成　□その

計

他

名 担当部 教育部

一

Ｂ
　
事
　
業
　
実

般

　
績

３０年度実績 元年

会

度実績 ２年度実績 ３年

計

度計画

小学校4～6年

児

、中学校1～3年 小学

童

校4～6年、中学校1

生

～3年 小学校4～6年

徒

、中学校1～3年 小学

学

校4～6年、中学校1

力

～3年
で実施 で実施予

等

定 で実施 で実施予定
小

調

学校2,4,6年、中

査

学校1,3年 小学校2

事

,4,6年、中学校1

業

,3年 小学校2,4,

担

6年、中学校1,3年

当

小学校2,4,6年、

課

中学校1,3年
で知能

学

検査を実施 で知能検査

校

を実施 で知能検査を実

教

施 で知能検査を実施予

育

定

　全学校が4月に実

課

施し、実施結果を基に

款

1学期中に対策を立て

項

ることができる本学力

目

調査は大変意義深いも

担

のである。刈

成果
谷市

当

の教育水準や児童生徒

係

の学習の定着度を把握

指

し、学習指導、学校経

導

営に役立っている。

　

係

小学校の理科が偏差値

1

50を下回っているの

0

で、基礎学力の定着を

1

図る必要がある。

課題

3

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年



成果
　実験、観察に係る教師の負担が軽減された。

　担任とアシスタントとの打合せ時間を確保することが課題である。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 実験、観察の機会がとても増えた（％） 66．7 73 80 83 85
指標
成果 教師の負担が大きく減った（％） 100 100 100 100 100
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,890 2,890 2,822 3,115 合計 2,822,000 円
報償費 2,822,000 円

財
　
源

特定財源 748 749 744 1,038

一般財源 2,142 2,141 2,078 2,077

職員人件費　② 1,234 1,232 1,195 1,055

総事業費（①＋②） 4,124 4,122 4,017 4,170

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 理科教育設備整備費等補助金
（国）

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

学校教育
施策体系

施策

和

の内容 児童生徒へのき

２

め細かな対応

目
　
　
　

年

的

　地域の人材を観察

度

実験アシスタントとし

評

て

主
た
る
内
容

　理科授

価

業における観察実験の

）

準備及び授業
配置し、

刈

新学習指導要領のポイ

谷

ントである観 の補助を

市

行うため、退職した教

事

員や研究者・
察実験を

務

重視した理科教育を実

事

現する環境整 技術者、

業

大学院生、大学生等地

評

域人材を活用
備を図る

価

。 し、観察実験アシス

シ

タントとして全小学校

ー

へ
　小学校は、理科の

ト

専門ではない教員も理

（

科 配置する。
の授業を

様

行うこととなる。高学

式

年になると実 　週1時

１

間、34週　（5年・

）

6年）
験や観察が高度

会

になり、準備に時間と

計

手間が 　1時間1,0

名

00円(H24県事業

担

実績単価)
かかるため

当

授業において観察実験

部

が敬遠され
がちになっ

教

ている。観察実験アシ

育

スタントを
配置し、高

部

学年の理科授業の観察

一

実験の充実
を図る。

位

般

置
づ
け

関連計画  

根拠

会

法令  

対象者 小学校 事

計

業期間 平成１９年度 ～

理

実施方法 ■直営　□委

科

託　□指定管理　□補

観

助・助成　□その他

察実験支援事業
担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

課

３０年度実績 元年度実

学

績 ２年度実績 ３年度計

校

画

全小学校に1名指導

教

員を配置し全小学校に

育

1名指導員を配置し全

課

小学校に1名指導員を

款

配置し全小学校に1名

項

指導員を配置し
5,6

目

年生の理科の実験等に

担

合計5,6年生の理科

当

の実験等に合計5,6

係

年生の理科の実験等に

指

合計5,6年生の理科

導

の実験等に合計
2,8

係

90時間の支援を行っ

1

た。 2,890時間の

0

支援を行った。 2,8

1

22時間の支援を行っ

3

た。 2,856時間の支援を行う。

　実験、観察の機会が増えた。



ウンセリング ・いじめ対策カウンセリング ・いじめ対策カウンセリング
　研修　27回 　研修　27回 　研修　22回 　研修　25回

　小中学校の枠を超えて、各教科部会ごとに研究主題を立案し、指導法等の研究に取り組み、教員の授業力向上を図り、

成果
子どもたちが共に学び合い、理解を深めていく授業づくりに取り組み、児童生徒の学習面における基礎基本の定着を図っ

た。また、各教科の授業を指導する教科指導委員が小中学校において、主に経験の浅い教員を中心として、授業力向上研

修を行い、教員の授業力の底上げを図った。

　これからの社会の変化に対応できる子どもたちを育てるため、児童生徒が主体的に授業に参加し、自分のよさや可能性

を感じ、自己肯定感や自己有用感を高めていくことができる授業づくりを目指す。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 校外の教員同士の授業研究の場に定期的・継続的に 73.4 100 86.7 100 100
指標 参加している教員の割合【小学校】（％）
成果 刈谷市標準学力テストの平均偏差値【小学校】（指 51.4 50.4 50.9 51.5 52.7
指標 数）

碧南市教育研究会　　 全12校　  235千円
他市との 安城市教育研究会   　全29校  1,412千

Ｄ

円
比較検証 知立市教育

　

研究会　 　全10校

　

　  180千円
高浜

　

市教育研究会　　 全

Ｏ

 7校　  184万

　

円

　
∧
　
　
実
　
　
施

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

　

ス
　
ト

単位：千円
３０　 年度 元年度 ２年度 ３年

∨
度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6,482 6,660 5,736 6,673 合計 5,736,189 円
報償費 245,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 184,189 円
委託料 4,487,000 円

一般財源 6,482 6,660 5,736 6,673 負担金、補助及び
交付金 820,000 円

職員人件費　② 3,935 3,928 4,106 3,691

総事業費（①＋②） 10,417 10,588 9,842 10,364

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 学校

令

教育
施策体系

施策の内

和

容 教育内容の充実

目
　

２

　
　
的

　教職員が学校

年

の枠を超えて、授業研

度

究や情

主
た
る
内
容

・教

評

科指導講習会、情報教

価

育実技研修会、い
報交

）

換を行い、教職員の授

刈

業力向上などの資 じめ

谷

対策等カウンセリング

市

研修会開催
質向上に取

事

り組み、子どもたちの

務

自己有用感 ・現職教育

事

研究委託（全小中学校

業

）
や自己肯定感を育む

評

。 ・現職教育推進事業

価

委託（教育研究会）
　

シ

各教科部会・専門委員

ー

会等の調査研究、教
科

ト

別実技研修会、各教科

（

部会開催助成、小学
校

様

の各種大会児童輸送助

式

成、教育論文表彰等
の

１

事業実施を委託
・学校

）

環境緑化研修委託（緑

会

化研修委員会）
・情報

計

教育研修委託（情報教

名

育研修委員会）
・教員

担

研修等事業補助　　ほ

当

か

位
置
づ
け

関連計画 教

部

育大綱

根拠法令 地方教

教

育行政の組織及び運営

育

に関する法律

対象者 小

部

中学校教職員 事業期間

一

～

実施方法 □直営　■

般

委託　□指定管理　■

会

補助・助成　□その他

計
現職教育推進事業

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

担

績

３０年度実績 元年度

当

実績 ２年度実績 ３年度

課

計画

・教科別授業研究

学

会　13回 ・教科別授

校

業研究会　13回 ・教

教

科別授業研究会　 0

育

回 ・教科別授業研究会

課

　13回
・領域別専門

款

委員会　10回　 ・領

項

域別専門委員会　10

目

回　 ・領域別専門委員

担

会　10回　 ・領域別

当

専門委員会　10回　

係

・教員１０年経験者研

指

修23人 ・教員１０年

導

経験者研修20人 ・教

係

員１０年経験者研修1

1

3人 ・教員１０年経験

0

者研修24人
・教科指

1

導委員　19人 ・教科

3

指導委員　19人 ・教科指導委員　19人 ・教科指導委員　19人
・いじめ対策カウンセリング ・いじめ対策カ



主題の深化・拡充を図り、授業研究の充実と指導資料の整備に努

成果
めることができた。そして、その成果を研究発表することができた。

　研究発表校は、発表を機に自校の指導のあり方を見直し、よりよい教育を目指して改善を心がけることができた。

　参観者も研究の成果を共有することで、より質の高い教育を行うことができている。

　現在、小学校では週の授業時間数の多い主要教科の研究になっており、技能教科の研究が進まない点が課題としてあげ

られる。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動  研究指定校数（校） 4 3 2 2 3
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,750 1,050 700 700 合計 700,000 円
委託料 700,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 1,750 1,050 700 700

職員人件費　② 1,929 1,925 1,941 1,808

総事業費（①＋②） 3,679 2,975 2

Ｄ

,641 2,508

建

　

設
事
業

全体事業費（単

　

位：千円） 0 ２年度特

　

定財源名称

２年度まで

Ｏ

の累積事業費 0

４年度

　

以降の事業費見込 0

　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 学校

令

教育
施策体系

施策の内

和

容 教育内容の充実

目
　

２

　
　
的

　各学校に研究

年

指定をすることで、研

度

究的に

主
た
る
内
容

　毎

評

年、中学校１校、小学

価

校２校を研究指定
現職

）

教育計画を立案し、研

刈

究主題の深化・拡 し、

谷

２年計画で発表に向け

市

て現職教育計画を
充を

事

図り、授業研究の充実

務

と指導資料の整備 立案

事

し、研究主題の深化・

業

拡充を図り、授業
に努

評

める。 研究の充実と指

価

導資料の整備に努めて

シ

いる。

位
置
づ
け

関連計

ー

画  

根拠法令  

対象者

ト

小中学校 事業期間 ～

実

（

施方法 □直営　■委託

様

　□指定管理　□補助

式

・助成　□その他

１）

会計名 担当部 教

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

育

０年度実績 元年度実績

部

２年度実績 ３年度計画

一

研究指定し、2年計画

般

で発表 研究指定し、2

会

年計画で発表 研究指定

計

し、2年計画で発表 研

教

究指定し、2年計画で

育

発表
に向けて現職教育

調

計画を立案 に向けて現

査

職教育計画を立案 に向

研

けて現職教育計画を立

究

案 に向けて現職教育計

事

画を立案
し、授業研究

業

の充実と環境整 し、授

担

業研究の充実と環境整

当

し、授業研究の充実と

課

環境整 し、授業研究の

学

充実と環境整
備に努め

校

た。　 備に努めた。　

教

備に努めた。　 備に努

育

める。　
（本指定校）

課

（本指定校） （本指定

款

校） （本指定校）
　刈

項

谷特別支援学校、 　富

目

士松中、 　小高原小・

担

住吉小 　依佐美中、富

当

士松東　
　刈谷南中、

係

日高小・平成小 　衣浦

指

・小垣江東小 （予備指

導

定校） （予備指定校）

係

（予備指定校） （予備

1

指定校） 　依佐美中、

0

富士松東　 　雁が音中

1

、東刈谷小　
　富士松

3

中、 　依佐美中、小高原・住吉小
　衣浦・小垣江東小 　

　2年計画で発表に向けて現職教育計画を立案し、研究



：碧南市・安城市・西尾市・知立市　　月額8,000円：豊田市・高浜市
比較検証 　　　　　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,127 3,983 4,037 5,508 合計 4,036,500 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 4,036,500 円

一般財源 4,127 3,983 4,037 5,508

職員人件費　② 2,006 2,002 2,165 2,109

総事業費（①＋②） 6,133 5,985 6,202 7,617

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

３

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 教

（

育文化

基本施策 学校教

令

育
施策体系

施策の内容

和

教育内容の充実

目
　
　

２

　
的

　刈谷市奨学会の

年

事業に対し、補助を行

度

い、

主
た
る
内
容

　刈谷

評

市奨学会の事業に対し

価

、補助を行う。
刈谷市

）

の小中学生の教育振興

刈

を図り、将来有 〇高校

谷

へ進学する生徒への奨

市

学金支給事業
用な人物

事

の育成に寄与する。 〇

務

科学分野で顕著な成績

事

を収めた児童生徒の
表

業

彰を行う表彰事業

位
置

評

づ
け

関連計画  

根拠法

価

令 刈谷市奨学会会則

対

シ

象者 事業期間 昭和３５

ー

年度 ～

実施方法 □直営

ト

　□委託　□指定管理

（

　■補助・助成　□そ

様

の他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

３０年度実績 元

教

年度実績 ２年度実績 ３

育

年度計画

　刈谷市奨学

部

会へ補助を実施 　刈谷

一

市奨学会へ補助を実施

般

　刈谷市奨学会へ補助

会

を実施 　刈谷市奨学会

計

へ補助を実施
した。 し

奨

た。 した。 する。
　 　

学

　 　
奨学生支給人数　

会

75人 奨学生支給人数

補

　74人 奨学生支給人

助

数　75人 奨学生支給

事

予定人数　72人

　刈

業

谷市奨学会事業が円滑

担

に実施された。

成果
　

当

表彰事業は、各校に根

課

付いており、特に創意

学

工夫展や理科研究発表

校

における石田科学賞を

教

はじめとする各賞の授

育

与は、

児童生徒の目標

課

となっている。

　当該

款

事業をさらに充実させ

項

るため、奨学生の選定

目

基準や支給額等、制度

担

内容を検討する必要が

当

ある。また、財源につ

係

い

ても今後検討してい

学

く必要がある。
課題

指

事

標名称（単位）
実績値

係

目標値

３０年度 元年度

1

２年度 ３年度 ５年度

活

0

動  月額（円） 9,0

1

00 9,000 9,0

3

00 9,000 9,000
指標

 
指標

【貸与型】月額11,000円～35,000円：愛知県
他市との 【給付型】月額9,000円



0

遣し学習支援 　遣し学

1

習支援 　遣し学習支援

3

　遣し学習支援
・研究会、研修会、シンポジ ・研究会、研修会、シンポジ ・研究会、研修会、シンポジ ・研究会、研修会、シンポジ
　ウム等開催 　ウム等開催 　ウム等開催 　ウム等開催

　学校現場において教員数や外国人児童生徒向けの教育教材が不足している中、愛知教育大学から教材の提供を受け、学

成果
生ボランティアを派遣してもらうことにより、外国人の児童生徒に対し、学習支援・生活支援を行うことができた。

　学生の大学の受講時間と学校の指導時間が重なることもあり、派遣に向けたマッチングが上手くできない。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 支援する児童生徒数（人） 78 80 85 85 90
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,000 1,000 1,000 1,000 合計 1,000,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 1,000,000 円

一般財源 1,000 1,000 1,000 1,000

職員人件費　② 309 308 299 301

総事業費（①＋②） 1,309 1,308 1,2

Ｄ

99 1,301

建
設
事

　

業

全体事業費（単位：

　

千円） 0 ２年度特定財

　

源名称

２年度までの累

Ｏ

積事業費 0

４年度以降

　

の事業費見込 0

　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 教育文

令

化

基本施策 学校教育
施

和

策体系
施策の内容 児童

２

生徒へのきめ細かな対

年

応

目
　
　
　
的

　刈谷市

度

と愛知教育大学が連携

評

して「外国人

主
た
る
内

価

容

　愛知教育大学が、

）

学生を市内小中学校の

刈

外
児童生徒のための教

谷

材開発と学習支援」を

市

行 国人児童生徒の日本

事

語指導のために派遣す

務

る
い、愛知教育大学の

事

持つ専門的な諸能力を

業

地 費用を負担するとと

評

もに、日本語学習補助

価

教
域社会の中で具体的

シ

・実践的に活用し、急

ー

増 材、教科指導カリキ

ト

ュラムの開発の機会を

（

提
する外国人児童生徒

様

の学習支援に関する課

式

題 供する。
の解決を図

１

り、地域社会の発展に

）

寄与する。

位
置
づ
け

関

会

連計画  

根拠法令  

対

計

象者 小中学校外国人児

名

童生徒 事業期間 平成２

担

０年度 ～

実施方法 □直

当

営　□委託　□指定管

部

理　■補助・助成　□

教

その他

育部

一般会計
外国

Ｂ
　
事
　
業

人

　
実
　
績

３０年度実績

児

元年度実績 ２年度実績

童

３年度計画

・各教科の

生

教材開発 ・各教科の教

徒

材開発 ・各教科の教材

教

開発 ・各教科の教材開

材

発
・日本語指導を含む

開

教科指導 ・日本語指導

発

を含む教科指導 ・日本

支

語指導を含む教科指導

援

・日本語指導を含む教

事

科指導
　のカリキュラ

業

ム開発 　のカリキュラ

担

ム開発 　のカリキュラ

当

ム開発 　のカリキュラ

課

ム開発
・小中学校から

学

の要請に応じ ・小中学

校

校からの要請に応じ ・

教

小中学校からの要請に

育

応じ ・小中学校からの

課

要請に応じ
　て外国人

款

児童生徒学習支援 　て

項

外国人児童生徒学習支

目

援 　て外国人児童生徒

担

学習支援 　て外国人児

当

童生徒学習支援
　ボラ

係

ンティア登録学生を派

指

　ボランティア登録学

導

生を派 　ボランティア

係

登録学生を派 　ボラン

1

ティア登録学生を派
　



3

ある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 参加小中学校数（校） 21 21 21 21 21
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 17,146 10,016 2,843 10,684 合計 2,843,406 円
報償費 20,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 80,836 円
役務費 55,200 円

一般財源 17,146 10,016 2,843 10,684 委託料 1,253,600 円
使用料及び賃借料

職員人件費　② 2,546 2,542 2,464 2,260 1,253,770 円
負担金、補助及び

総事業費（①＋②） 19,692 12,558 5,307 12,944 交付金 180,000 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 教育文化

基

令

本施策 学校教育
施策体

和

系
施策の内容 教育内容

２

の充実

目
　
　
　
的

　児

年

童生徒が美術、音楽等

度

の芸術分野活動に

主
た

評

る
内
容

　スクールコン

価

サート、バンドフェス

）

ティバ
親しみ豊かな感

刈

性を培ったり、理数、

谷

技術家 ル、小中音楽会

市

等音楽会、刈谷っ子ギ

事

ャラリ
庭分野で創意工

務

夫に取組み科学技能の

事

知識を ー、生活創意工

業

夫展、観劇会等の開催

評

身につける。

位
置
づ
け

価

関連計画

根拠法令

対象

シ

者 小中学校児童生徒 事

ー

業期間 ～

実施方法 ■直

ト

営　■委託　□指定管

（

理　■補助・助成　□

様

その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

３０年度実績

教

元年度実績 ２年度実績

育

３年度計画

スクールコ

部

ンサート、バンド スク

一

ールコンサート、バン

般

ド スクールコンサート

会

、小中音 スクールコン

計

サート、バンド
フェス

芸

ティバル、小中音楽 フ

術

ェスティバル、小中音

・

楽 楽会、刈谷っ子ギャ

文

ラリー、 フェスティバ

化

ル、小中音楽会
会、刈

関

谷っ子ギャラリー、生

係

会、刈谷っ子ギャラリ

開

ー、生 生活創意工夫展

催

の開催費用を 、刈谷っ

支

子ギャラリー、生活
活

援

創意工夫展、観劇会等

事

の開 活創意工夫展、観

業

劇会等の開 負担及び補

担

助した。 創意工夫展、

当

等の開催費用を
催費用

課

を負担及び補助した。

学

催費用を負担及び補助

校

した。 　バンドフェス

教

ティバル、観 負担及び

育

補助する。
劇会は新型

課

コロナウイルスの 　観

款

劇会は新型コロナウイ

項

ル
影響により中止。 ス

目

の影響により中止。

　

担

各種行事をよい機会と

当

して、児童生徒が芸術

係

・文化関係の活動に取

指

り組み、普段あまり触

導

れることがない分野の

係

体験が

成果
できた。

　

1

貸切バスの新たな運賃

0

制度導入に伴う入札方

1

法、予算編成が課題で



.0 68.0
指標 から読書をする児童の割合（％）【中学校3年】

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 142 152 0 173 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 142 152 0 173

職員人件費　② 617 616 597 603

総事業費（①＋②） 759 768 597 776

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　

３

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 教育

（

文化

基本施策 学校教育

令

施策体系
施策の内容 教

和

育内容の充実

目
　
　
　

２

的

　小中学校における

年

読書指導を推進し、児

度

童

主
た
る
内
容

　各校で

評

行われた読書指導の成

価

果を感想文集
生徒がよ

）

り読書に親しむ環境を

刈

整える。 「読書のあと

谷

で」にまとめ、読書指

市

導を推進
するための指

事

導に活かす。
　読書感

務

想文集の印刷

位
置
づ
け

事

関連計画  

根拠法令  

業

対象者 小中学校児童生

評

徒 事業期間 ～

実施方法

価

■直営　□委託　□指

シ

定管理　□補助・助成

ー

　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事

名

　
業
　
実
　
績

３０年度

担

実績 元年度実績 ２年度

当

実績 ３年度計画

「読書

部

のあとで」を全クラス

教

「読書のあとで」を全

育

クラス 新型コロナウイ

部

ルス感染症の 「読書の

一

あとで」を全クラス
に

般

1冊、図書館に3冊等

会

配布 に1冊、図書館に

計

3冊等配布 影響により

読

中止 に1冊、図書館に

書

3冊等配布

　読書感想

推

文のまとめとして、各

進

校からの優秀作品を「

事

読書のあとで」として

業

まとめることができた

担

。優れた作品を読ま

成

当

果
せることによって、

課

文章の構成や表現力な

学

ど、感想文の書き方を

校

身につけさせると同時

教

に、読書に対しての関

育

心を高める

ことができ

課

た。

 読書離れが懸念

款

される中、「朝の読書

項

」を利用して、さまざ

目

まな本の紹介など、読

担

書の幅を広げる工夫を

当

今後も継続し

て実施し

係

ていくことが課題であ

指

る。
課題

指標名称（単

導

位）
実績値 目標値

３０

係

年度 元年度 ２年度 ３年

1

度 ５年度

成果 学校の授

0

業時間以外に、普段（

1

月曜日から金曜日） ―

3

― 76.3 78.0 80.0
指標 から読書をする児童の割合（％）【小学校6年】
成果 学校の授業時間以外に、普段（月曜日から金曜日） ― ― 64.3 66



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 950 953 990 1,178 合計 990,000 円
需用費 924,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 使用料及び賃借料 66,000 円

一般財源 950 953 990 1,178

職員人件費　② 772 770 747 678

総事業費（①＋②） 1,722 1,723 1,737 1,856

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　

３

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 教育

（

文化

基本施策 学校教育

令

施策体系
施策の内容 安

和

全・安心で地域に開か

２

れた学校づくり

目
　
　

年

　
的

　児童生徒の安全

度

確保

主
た
る
内
容

・防犯

評

ブザーの購入
　児童生

価

徒のランドセルやカバ

）

ン等に取付が
可能な携

刈

帯用防犯ブザーを購入

谷

し、小学校１
年生に配

市

付する。 
・防犯情報

事

メールの配信
　不審者

務

情報等を児童生徒の保

事

護者に、いち
早く発信

業

する。

位
置
づ
け

関連計

評

画  

根拠法令  

対象者

価

小中学校児童生徒 事業

シ

期間 平成２１年度 ～

実

ー

施方法 ■直営　□委託

ト

　□指定管理　□補助

（

・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

部

０年度実績 元年度実績

教

２年度実績 ３年度計画

育

防犯ブザーを小学校新

部

1年生児防犯ブザーを

一

小学校新1年生児防犯

般

ブザーを小学校新1年

会

生児防犯ブザーを小学

計

校新1年生児
童全員分

防

、予備を含め1,60

犯

0個童全員分、予備を

対

含め1,600個童全

策

員分、予備を含め1,

事

600個童全員に配付

業

予定　
配付した。　 配

担

付した。　 配付した。

当

　 防犯情報メールを配

課

信予定
防犯情報メール

学

配信を実施し 防犯情報

校

メール配信を実施し 防

教

犯情報メール配信を実

育

施し
た。 た。 た。

　全

課

児童生徒に防犯ブザー

款

を配付したことにより

項

、児童生徒一人ひとり

目

の防犯意識を高めるこ

担

とができた。

成果

　定

当

期的な電池の取替えに

係

ついて、保護者への啓

指

発が適宜必要である。

導

課題

指標名称（単位）

係

実績値 目標値

３０年度

1

元年度 ２年度 ３年度 ５

0

年度

成果 登下校中の不

1

審者情報件数（件） 2

3

2 12 19 15 10
指標

指標
 

他市との
比較検証



ン

14 8,500 合計 8

タ

,214,272 円

ー

需用費 1,712,9

1

52 円

財
　
源

特定財

0

源 0 0 0 10 役務費 3

1

27,587 円
委託

4

料 2,882,922 円

一般財源 7,466 7,739 8,214 8,490 使用料及び賃借料
2,944,861 円

職員人件費　② 4,629 3,851 3,733 3,767 備品購入費 345,950 円

総事業費（①＋②） 12,095 11,590 11,947 12,267

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 教育文化

基本施策 学

和

校教育
施策体系

施策の

２

内容 児童生徒へのきめ

年

細かな対応

目
　
　
　
的

度

　子ども相談センター

評

の円滑な管理運営を行

価

主
た
る
内
容

○施設の維

）

持管理費
う。 ○光熱水

刈

費（電気・水道・ガス

谷

)
○修繕費
○電話料
○

市

委託料（清掃委託・保

事

守管理委託・樹木管
理

務

委託等）
○下水道使用

事

料
○土地借上料

位
置
づ

業

け

関連計画

根拠法令

対

評

象者 ３歳から１９歳ま

価

での子ども 事業期間 ～

シ

実施方法 ■直営　■委

ー

託　□指定管理　□補

ト

助・助成　□その他

（様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

当

３０年度実績 元年度実

部

績 ２年度実績 ３年度計

教

画

光熱水費始め委託料

育

など子ど 光熱水費始め

部

委託料など子ど 光熱水

一

費始め委託料など子ど

般

光熱水費始め委託料な

会

ど子ど
も相談センター

計

管理に必要な も相談セ

子

ンター管理に必要な も

ど

相談センター管理に必

も

要な も相談センター管

相

理に必要な
経費 経費 経

談

費 経費

円滑な管理運営

セ

を行うことが出来た。

ン

成果

平成24年度に大

タ

規模改修を行っている

ー

が、その時改修が行わ

管

れてない所を随意に修

理

繕を行う必要がある。

事

課題

指標名称（単位）

業

実績値 目標値

３０年度

担

元年度 ２年度 ３年度 ５

当

年度

活動 開所日数（日

課

） 293 290 294

学

292 293
指標

指標

校

他市との
比較検証

教育課

款 項 目 担当

Ｃ

係

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

子

単位：千円
３０年度 元

ど

年度 ２年度 ３年度 ２年

も

度

（決算） （決算） （

相

決算） （予算） 事業費

談

内訳

事業費　① 7,4

セ

66 7,739 8,2



Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 教育文化

基本

令

施策 学校教育
施策体系

和

施策の内容 児童生徒へ

２

のきめ細かな対応

目
　

年

　
　
的

　子ども相談セ

度

ンターに防音改修を施

評

し、相

主
た
る
内
容

○相

価

談室の防音改修
談者が

）

安心して相談できる体

刈

制を確保する。 ○控室

谷

の設置

位
置
づ
け

関連計

市

画

根拠法令

対象者 市民

事

、市職員 事業期間 令和

務

元年度 ～ 令和２年度

実

事

施方法 □直営　■委託

業

　□指定管理　□補助

評

・助成　□その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

会

０年度実績 元年度実績

計

２年度実績 ３年度計画

名

　 防犯カメラ取付　　

担

　１カ所 相談室の防音

当

改修　　３カ所 　
　 控

部

室の設置　　　　　１

教

カ所 　
　 　
　 　
　　　

育

――――――― 　　　

部

―――――――

防音改

一

修を施工し、相談者が

般

安心して相談できる体

会

制を確保できた。

成果

計

なし

課題

指標名称（単

施

位）
実績値 目標値

３０

設

年度 元年度 ２年度 ３年

改

度 ５年度

活動
指標
活動

修

指標

他市との
比較検証

事業
担当課 学校教育

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

課

　
ト

単位：千円
３０年

款

度 元年度 ２年度 ３年度

項

２年度

（決算） （決算

目

） （決算） （予算） 事

担

業費内訳

事業費　① 0

当

279 2,244 0 合

係

計 2,244,000

子

 円
工事請負費 2,2

ど

44,000 円

財
　

も

源

特定財源 0 0 0 0

一

相

般財源 0 279 2,2

談

44 0

職員人件費　②

セ

0 308 747 0

総事

ン

業費（①＋②） 0 58

タ

7 2,991 0

建
設
事

ー

業

全体事業費（単位：

1

千円） 0 ２年度特定財

0

源名称

２年度までの累

1

積事業費 0

４年度以降

4

の事業費見込 0



4

（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 相談件数（件） 963 1,260 1,462 1,300 1,150
指標

指標
 現時点では、他市に同じような施設はなく、本市独自の取組みである。

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 15,688 14,205 18,690 20,114 合計 18,690,021 円
報酬 11,849,910 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 職員手当等 1,923,327 円
報償費 4,125,000 円

一般財源 15,688 14,205 18,690 20,114 旅費 418,090 円
需用費 241,694 円

職員人件費　② 4,398 4,005 3,733 3,767 備品購入費 132,000 円

総事業費（①＋②） 20,086 18,210 22,423 23,881

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 教育文化

基

令

本施策 学校教育
施策体

和

系
施策の内容 児童生徒

２

へのきめ細かな対応

目

年

　
　
　
的

　親や子ども

度

等の総合的な相談窓口

評

である子

主
た
る
内
容

　

価

子ども相談センターに

）

おいて、親や子ども
ど

刈

も相談センターにおい

谷

て、他機関と連携し 等

市

の電話相談、来所相談

事

を行う。
相談活動を行

務

い、具体的な解決の支

事

援をする
ことで、精神

業

的な安心感をもたらす

評

。

位
置
づ
け

関連計画

根

価

拠法令

対象者 ３歳から

シ

１９歳までの子ども 事

ー

業期間 ～

実施方法 ■直

ト

営　□委託　□指定管

（

理　□補助・助成　□

様

その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

３０年度実績

教

元年度実績 ２年度実績

育

３年度計画

・電話相談

部

　　　　　　178件

一

・電話相談　　　　　

般

　203件・電話相談

会

　　　　　　241件

計

・電話相談　　　　　

子

　200件
・来室相談

ど

　　　　　　785件

も

・来室相談　　　　　

相

1,057件・来室相

談

談　　　　　1,22

事

1件・来室相談　　　

業

　　1,100件
・関

担

連機関とのつなぎ  

当

546件・関連機関と

課

のつなぎ　494件・

学

関連機関とのつなぎ　

校

446件・関連機関と

教

のつなぎ　500件

・

育

子どもに関することで

課

あれば何でも相談を受

款

けるというコンセプト

項

の中で様々な相談内容

目

を受けることが出来て

担

いる。

成果
・年齢も3

当

歳～19歳と幅広い年

係

齢の子どもの相談を受

子

けることが出来ている

ど

。

・関連機関とのつな

も

ぎもすることにより問

相

題解決をスムーズに行

談

うことが出来ている。

セ

　受信中心の相談活動

ン

になっており、センタ

タ

ーに繋がることのでき

ー

ない子どもや家族への

1

支援をどのようにして

0

いくかの

課題が残され

1

ている。
課題

指標名称



10 8,581 8,644 8,750
指標

 
指標

　国庫補助基準単価に準拠しており、近隣市も概ね同水準で実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 13,126 12,404 12,945 15,512 合計 12,945,123 円
扶助費 12,945,123 円

財
　
源

特定財源 49 0 28 62

一般財源 13,077 12,404 12,917 15,450

職員人件費　② 849 847 821 829

総事業費（①＋②） 13,975 13,251 13,766 16,341

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 要保護児童生徒援助費補助金
（国）

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 学校

令

教育
施策体系

施策の内

和

容 児童生徒へのきめ細

２

かな対応

目
　
　
　
的

　

年

刈谷市立の小学校に就

度

学する児童の保護者

主

評

た
る
内
容

　準要保護児

価

童に対する学用品費、

）

校外活動
で経済的に困

刈

窮して、子どもを就学

谷

させるこ 費、修学旅行

市

費の扶助、要保護児童

事

に対する
とが困難な方

務

に対し、援助をするこ

事

とにより 修学旅行費の

業

扶助を行う。
負担軽減

評

を行う。

位
置
づ
け

関連

価

計画  

根拠法令 就学困

シ

難な児童及び生徒に係

ー

る就学奨励についての

ト

国の援助に関する法律

（

対象者 刈谷市立の小学

様

校に就学する児童 事業

式

期間 ～

実施方法 ■直営

１

　□委託　□指定管理

）

　□補助・助成　□そ

会

の他

計名 担当部 教育部

Ｂ
　
事
　
業
　

一

実
　
績

３０年度実績 元

般

年度実績 ２年度実績 ３

会

年度計画

平成30年5

計

月1日現在 令和元年5

保

月1日現在 令和2年5

護

月1日現在 令和3年5

児

月1日現在
・全校児童

童

数　　8,578人 ・

助

全校児童数　　8,6

成

10人 ・全校児童数　

事

　8,581人 ・全校

業

児童数　　8,644

担

人
・要保護児童　　　

当

 17人 ・要保護児童

課

　　　 16人 ・要保

学

護児童　　　 16人

校

・要保護児童　　　 

教

17人
・準要保護児童

育

　　397人 ・準要保

課

護児童　　438人 ・

款

準要保護児童　　43

項

1人 ・準要保護児童　

目

　471人

　学用品費

担

、校外活動費、修学旅

当

行費、新入学用品費等

係

を援助することで、保

学

護者の経済的な負担を

事

軽減し、就学の維持

成

係

果
が図れるよう配慮で

1

きた。

　給与費目の拡

0

充等、近隣市の動向を

2

注視し、検討する。

課

2

題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動  全校児童数（人） 8,578 8,6



） 事業費内訳

事業費　① 2,871 2,709 2,979 6,606 合計 2,979,377 円
扶助費 2,979,377 円

財
　
源

特定財源 1,424 1,341 1,474 3,302

一般財源 1,447 1,368 1,505 3,304

職員人件費　② 1,080 1,078 1,045 1,055

総事業費（①＋②） 3,951 3,787 4,024 7,661

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 特別支援教育就学奨励費補助
金（国）

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 教育文化

基本

令

施策 学校教育
施策体系

和

施策の内容 児童生徒へ

２

のきめ細かな対応

目
　

年

　
　
的

　特別支援学級

度

在籍児童の保護者の経

評

済的な

主
た
る
内
容

　特

価

別支援学級に在籍する

）

児童の保護者のう
負担

刈

軽減を行う。 ちで、所

谷

得が支給制限額を下回

市

っているもの
に対し、

事

給食費、学用品費等の

務

一部を扶助す
る。

位
置

事

づ
け

関連計画  

根拠法

業

令 特別支援学級への就

評

学奨励に関する法律

対

価

象者 特別支援学級在籍

シ

児童 事業期間 ～

実施方

ー

法 ■直営　□委託　□

ト

指定管理　□補助・助

（

成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　

当

事
　
業
　
実
　
績

３０年

部

度実績 元年度実績 ２年

教

度実績 ３年度計画

・認

育

定者　　　　 99人

部

・認定者　　　 　9

一

8人 ・認定者　　　　

般

112人 ・認定者　　

会

　　112人

　学用品

計

費、校外活動費、修学

特

旅行費、新入学用品費

別

等を援助することで、

支

保護者の経済的な負担

援

を軽減し、就学の維持

教

成果
が図れるよう配慮

育

できた。

　領収書の徴

就

収方法、給与費目の見

学

直し等、国の指導に基

奨

づき、適切に対応する

励

。

課題

指標名称（単位

事

）
実績値 目標値

３０年

業

度 元年度 ２年度 ３年度

担

５年度

活動  特別支援

当

学級在籍児童数（人）

課

147 151 172 1

学

85 200
指標

 
指標

校

　国庫補助基準単価に

教

準拠しており、近隣市

育

も概ね同水準で実施し

課

ている。
他市との
比較

款

検証

項 目 担当係 学事係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

1

　
ス
　
ト

単位：千円
３

0

０年度 元年度 ２年度 ３

2

年度 ２年度

（決算） （

2

決算） （決算） （予算



３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,444 1,867 70,496 7,826 合計 70,495,533 円
需用費 70,495,533 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 4,444 1,867 70,496 7,826

職員人件費　② 1,157 1,155 1,120 1,130

総事業費（①＋②） 5,601 3,022 71,616 8,956

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 教育文化

基本施

令

策 学校教育
施策体系

施

和

策の内容 教育内容の充

２

実

目
　
　
　
的

　児童数

年

の増及び少人数授業の

度

充実による学

主
た
る
内

評

容

　児童数の増及び少

価

人数授業の充実による

）

学
級数増に対応するた

刈

め、教員用教科書、指

谷

導 級数増に対応するた

市

め、教員用教科書、指

事

導
書及び教材の不足分

務

を購入し、学校教育の

事

円 書及び教材の不足分

業

を購入する。
滑な実施

評

を図る。

位
置
づ
け

関連

価

計画  

根拠法令  

対象

シ

者 小学校 事業期間 ～

実

ー

施方法 ■直営　□委託

ト

　□指定管理　□補助

（

・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

部

０年度実績 元年度実績

教

２年度実績 ３年度計画

育

道徳の教科化等により

部

、教員 教員用教科書及

一

び指導書の不 小学校学

般

習指導要領改訂に伴 教

会

員用教科書及び指導書

計

の不
用教科書及び指導

教

書の不足分 足分を購入

科

した。 い新規に教員用

書

教科書及び指 足分を購

指

入する。
を購入した。

導

導書を購入した。

　学

書

級数や職員数に対応す

等

るために必要な教員用

整

教科書と指導書を、要

備

望に応じて支給するこ

事

とができた。

成果

　学

業

級数や教員数の増加に

担

伴い、今後も教員用教

当

科書と指導書の不足が

課

予想されるので、それ

学

に応じた予算を確保し

校

てい

く。
課題

指標名称

教

（単位）
実績値 目標値

育

３０年度 元年度 ２年度

課

３年度 ５年度

活動 教科

款

書を受給した教員の割

項

合（％） 100 100

目

100 100 100
指

担

標
 

指標
 

他市との
比

当

較検証

係 指導係

10 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円



できた。

成果

　補助教材の中で、学級共有のものを増やし、保護者の負担をさらに減らすことが求められる。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

成果 小学校の保護者負担額月平均（円） 749 778 750 750 750
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 20,120 20,217 23,962 24,179 合計 23,962,269 円
需用費 23,962,269 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 20,120 20,217 23,962 24,179

職員人件費　② 849 847 821 829

総事業費（①＋②） 20,969 21,064 24,783 25,008

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 学校

令

教育
施策体系

施策の内

和

容 教育内容の充実

目
　

２

　
　
的

　補助教材を活

年

用し、児童の学力及び

度

指導等

主
た
る
内
容

　こ

評

とばのきまり、算数の

価

友、明るい心、夏
につ

）

いて効果を図る。また

刈

、全ての学校が共 休み

谷

の日誌、冬休みの日誌

市

等の教材について
通に

事

使用している補助教材

務

については、市費 市費

事

で購入している。
で購

業

入することにより保護

評

者負担の軽減を図
る。

価

位
置
づ
け

関連計画  

根

シ

拠法令  

対象者 小学校

ー

事業期間 ～

実施方法 ■

ト

直営　□委託　□指定

（

管理　□補助・助成　

様

□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　

部

業
　
実
　
績

３０年度実

教

績 元年度実績 ２年度実

育

績 ３年度計画

算数の友

部

、ひらがな・かたか 算

一

数の友、ひらがな・か

般

たか 算数の友、ひらが

会

な・かたか 算数の友、

計

ひらがな・かたか
な、

補

ことばのきまり、わた

助

し な、ことばのきまり

教

、わたし な、ことばの

材

きまり、わたし な、こ

整

とばのきまり、わたし

備

たちのかりや、みんな

事

の安 たちのかりや、み

業

んなの安 たちのかりや

担

、みんなの安 たちのか

当

りや、みんなの安
全、

課

明るい心、健康手帳、

学

か 全、明るい心、健康

校

手帳、か 全、明るい心

教

、健康手帳、か 全、明

育

るい心、健康手帳、か

課

りやの子、みかわの子

款

、かき りやの子、みか

項

わの子、かき きぞめ手

目

本、国語・算数・英 り

担

やの子、みかわの子、

当

かき
ぞめ手本、国語・

係

算数の学 ぞめ手本、国

指

語・算数の学 語の学習

導

、冬休み日誌の購入 ぞ

係

め手本、国語・算数・

1

英語
習、夏・冬休み日

0

誌の購入 習、夏・冬休

2

み日誌の購入 の学習、

2

夏・冬休み日誌の購
入

　「算数の友」「わたしたちのかりや」等、日々の学習で使用するものを購入することが



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,046 1,120 1,035 1,185 合計 1,034,660 円
備品購入費 1,034,660 円

財
　
源

特定財源 452 466 416 592

一般財源 594 654 619 593

職員人件費　② 0 462 448 452

総事業費（①＋②） 1,046 1,582 1,483 1,637

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 理科教育設備整備費等補助金
（国）

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 教育文化

基本施

令

策 学校教育
施策体系

施

和

策の内容 学校施設・設

２

備の整備・充実

目
　
　

年

　
的

　小学校の理数教

度

育に必要な備品設備を

評

整備

主
た
る
内
容

　小学

価

校の理科及び算数の教

）

育設備を、国庫
し、目

刈

的意識をもった観察、

谷

実験等が行える 補助（

市

概ね２分の１補助）に

事

より整備する。
教育環

務

境等の整備を図り、科

事

学的な考え方や 　小学

業

校１５校中５校を対象

評

に整備
理解力を高める

価

。 　（３年毎に対象校

シ

となる。）

位
置
づ
け

関

ー

連計画  

根拠法令  

対

ト

象者 小学校 事業期間 ～

（

実施方法 ■直営　□委

様

託　□指定管理　□補

式

助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 教

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

育

３０年度実績 元年度実

部

績 ２年度実績 ３年度計

一

画

　対象校 　対象校 　

般

対象校 　対象予定校
　

会

亀城小学校・小高原小

計

学校 　住吉小学校 　日

理

高小学校・衣浦小学校

科

　亀城小学校・小高原

教

小学校
　平成小学校 　

育

かりがね小学校 　富士

用

松南小学校 　平成小学

備

校
　富士松北小学校 　

品

小垣江小学校・朝日小

整

学校 　富士松東小学校

備

　富士松北小学校
　双

事

葉小学校 　小垣江東小

業

学校 　東刈谷小学校 　

担

双葉小学校

理科及び算

当

数の教育設備を整備し

課

、教育の充実を図った

学

。

成果

理科教育振興法

校

に基づく備品設備の整

教

備をすすめているが、

育

法改正に伴う基準の変

課

更に応じた対応が必要

款

である。

課題

指標名称

項

（単位）
実績値 目標値

目

３０年度 元年度 ２年度

担

３年度 ５年度

活動 補助

当

対象理科教育設備の整

係

備率(補助対象校)(

学

％) 91.0 96.5

事

97 97 98
指標
活動

係

補助対象算数教育設備

1

の整備率(補助対象校

0

)(％) 49.6 35

2

.6 50 50 55
指標

2

全市町実施
他市との
比較検証



9 4,100 4,155 4,250
指標

 
指標

　国庫補助基準単価に準拠しており、近隣市も概ね同水準で実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 23,492 20,042 17,068 24,690 合計 17,067,558 円
扶助費 17,067,558 円

財
　
源

特定財源 111 109 78 275

一般財源 23,381 19,933 16,990 24,415

職員人件費　② 849 847 821 829

総事業費（①＋②） 24,341 20,889 17,889 25,519

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 要保護児童生徒援助費補助金
（国）

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 学校

令

教育
施策体系

施策の内

和

容 児童生徒へのきめ細

２

かな対応

目
　
　
　
的

　

年

刈谷市立の中学校に就

度

学する生徒の保護者

主

評

た
る
内
容

　準要保護生

価

徒に対する学用品費、

）

校外活動
で経済的に困

刈

窮して、子どもを就学

谷

させるこ 費、修学旅行

市

費の扶助、要保護生徒

事

に対する
とが困難な方

務

に対し、援助すること

事

により負 修学旅行費の

業

扶助を行う。
担軽減を

評

行う。

位
置
づ
け

関連計

価

画  

根拠法令 就学困難

シ

な児童及び生徒に係る

ー

就学奨励についての国

ト

の援助に関する法律

対

（

象者 刈谷市立の中学校

様

に就学する生徒 事業期

式

間 ～

実施方法 ■直営　

１

□委託　□指定管理　

）

□補助・助成　□その

会

他

計名 担当部 教育部

Ｂ
　
事
　
業
　
実

一

　
績

３０年度実績 元年

般

度実績 ２年度実績 ３年

会

度計画

平成30年5月

計

1日現在 令和元年5月

保

1日現在 令和2年5月

護

1日現在 令和3年5月

生

1日現在
・全校生徒数

徒

　　4,085人 ・全

助

校生徒数　　4,04

成

9人 ・全校生徒数　　

事

4,100人 ・全校生

業

徒数　　4,155人

担

・要保護生徒　　　 

当

15人 ・要保護生徒　

課

　　 19人 ・要保護

学

生徒　　　 16人 ・

校

要保護生徒　　　  

教

9人
・準要保護生徒　

育

　287人 ・準要保護

課

生徒　　301人 ・準

款

要保護生徒　　316

項

人 ・準要保護生徒　　

目

327人

　学用品費、

担

校外活動費、修学旅行

当

費、新入学用品費等を

係

援助することで、保護

学

者の経済的な負担を軽

事

減し、就学の維持

成果

係

が図れるよう配慮でき

1

た。

　給与費目の拡充

0

等、近隣市の動向を注

3

視し、検討する。

課題

2

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動  全校生徒数（人） 4,085 4,04



業費内訳

事業費　① 1,966 2,235 1,677 4,026 合計 1,677,258 円
扶助費 1,677,258 円

財
　
源

特定財源 982 1,113 414 2,012

一般財源 984 1,122 1,263 2,014

職員人件費　② 1,080 1,078 1,045 1,055

総事業費（①＋②） 3,046 3,313 2,722 5,081

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 特別支援教育就学奨励費補助
金（国）

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 教育文化

基本

令

施策 学校教育
施策体系

和

施策の内容 児童生徒へ

２

のきめ細かな対応

目
　

年

　
　
的

　特別支援学級

度

在籍生徒の保護者の経

評

済的な

主
た
る
内
容

　特

価

別支援学級に在籍する

）

生徒の保護者のう
負担

刈

軽減を行う。 ちで、所

谷

得が支給制限額を下回

市

っているもの
に対し、

事

給食費、学用品費等の

務

一部を扶助す
る。

位
置

事

づ
け

関連計画  

根拠法

業

令 特別支援学級への就

評

学奨励に関する法律

対

価

象者 特別支援学級在籍

シ

生徒 事業期間 ～

実施方

ー

法 ■直営　□委託　□

ト

指定管理　□補助・助

（

成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　

当

事
　
業
　
実
　
績

３０年

部

度実績 元年度実績 ２年

教

度実績 ３年度計画

・認

育

定者　　　　　41人

部

・認定者      

一

　　46人 ・認定者　

般

　　　　45人 ・認定

会

者　　　　　45人

　

計

学用品費、校外活動費

特

、修学旅行費、新入学

別

用品費等を援助するこ

支

とで、保護者の経済的

援

な負担を軽減し、就学

教

の維持

成果
が図れるよ

育

う配慮できた。

　領収

就

書の徴収方法、給与費

学

目の見直し等、国の指

奨

導に基づき、適切に対

励

応する。

課題

指標名称

事

（単位）
実績値 目標値

業

３０年度 元年度 ２年度

担

３年度 ５年度

活動  特

当

別支援学級在籍生徒数

課

（人） 67 78 68 6

学

7 80
指標

 
指標

　国

校

庫補助基準単価に準拠

教

しており、近隣市も概

育

ね同水準で実施してい

課

る。
他市との
比較検証

款 項 目 担当係 学事係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

1

　
ト

単位：千円
３０年

0

度 元年度 ２年度 ３年度

3

２年度

（決算） （決算

2

） （決算） （予算） 事



） （予算） 事業費内訳

事業費　① 174 2,285 264 32,000 合計 263,954 円
需用費 263,954 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 174 2,285 264 32,000

職員人件費　② 1,080 1,078 1,045 1,055

総事業費（①＋②） 1,254 3,363 1,309 33,055

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 教育文化

基本施

令

策 学校教育
施策体系

施

和

策の内容 教育内容の充

２

実

目
　
　
　
的

　生徒数

年

の増及び少人数授業の

度

充実による学

主
た
る
内

評

容

　生徒数の増及び少

価

人数授業の充実による

）

学
級数増に対応するた

刈

め、教員用教科書、指

谷

導 級数増に対応するた

市

め、教員用教科書、指

事

導
書及び教材の不足分

務

を購入し、学校教育の

事

円 書及び教材の不足分

業

を購入する。
滑な実施

評

を図る。

位
置
づ
け

関連

価

計画  

根拠法令  

対象

シ

者 中学校 事業期間 ～

実

ー

施方法 ■直営　□委託

ト

　□指定管理　□補助

（

・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

部

０年度実績 元年度実績

教

２年度実績 ３年度計画

育

教員用教科書及び指導

部

書の不 教員用教科書及

一

び指導書の不 教員用教

般

科書及び指導書の不 中

会

学校学習指導要領改訂

計

に伴
足分を購入した。

教

足分を購入した。 足分

科

を購した。 い新規に教

書

員用教科書及び指
導書

指

の不足分を購入する。

導

　学級数や教員数の増

書

加に対応するために必

等

要な教師用の教科書、

整

指導書を要望に応じて

備

購入することができた

事

。

成果

　教科書の改訂

業

に伴い、教師用の教科

担

書、指導書等を購入す

当

る必要がある。

課題

指

課

標名称（単位）
実績値

学

目標値

３０年度 元年度

校

２年度 ３年度 ５年度

成

教

果 教科書を受給した教

育

員の割合（％） 100

課

100 100 100 1

款

00
指標

 
指標

 
他市

項

との
比較検証

目 担当係 指導係

1

Ｃ
　
事

0

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

3

：千円
３０年度 元年度

2

２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算



な地域の歴史」において、「わたしたちの郷土」を活用し、地域に関心をもつ生徒が増え

た。

　歴史学習で取り上げる「身近な地域の歴史」において、「私たちの郷土」を有効に活用し、「地域や社会で起こってい

る問題や出来事に関心をもつ」生徒の割合を高めたい。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

成果 地域や社会をよくするために何をすべきか考えるこ 58.8 61.1 68.1 69.0 70.0
指標 とがある割合【中学校】（％）
成果 学校の授業時間以外に、普段（月曜日から金曜日） - ー 64.3 66.0 68.0
指標 、読書をする割合【中学校】（％）

　碧海５市でも歴史の授業で活用できる補助教材を作成しているところがある。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 10,589 10,115 10,507 10,961 合計 10,506,720 円
需用費 10,506,720 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 10,589 10

Ｄ

,115 10,507

　

10,961

職員人件

　

費　② 849 847 8

　

21 829

総事業費（

Ｏ

①＋②） 11,438

　

10,962 11,3

　

28 11,790

建
設

∧

事
業

全体事業費（単位

　

：千円） 0 ２年度特定

　

財源名称

２年度までの

実

累積事業費 0

４年度以

　

降の事業費見込 0

　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 学校

令

教育
施策体系

施策の内

和

容 教育内容の充実

目
　

２

　
　
的

　補助教材を活

年

用し、生徒の学力及び

度

指導等

主
た
る
内
容

　こ

評

とばのきまり、数学の

価

友、明るい人生、
につ

）

いて効果を図る。また

刈

、全ての学校が共 中学

谷

生の読書、中学生の学

市

級活動等の教材に
通に

事

使用している補助教材

務

については、市費 つい

事

て市費で購入する。
で

業

購入することにより保

評

護者負担の軽減を図
る

価

。

位
置
づ
け

関連計画 教

シ

育大綱

根拠法令 学校教

ー

育法

対象者 中学校 事業

ト

期間 ～

実施方法 ■直営

（

　□委託　□指定管理

様

　□補助・助成　□そ

式

の他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　

教

実
　
績

３０年度実績 元

育

年度実績 ２年度実績 ３

部

年度計画

　刈谷の歴史

一

について学び、 　刈谷

般

の歴史について学び、

会

　刈谷の歴史について

計

学び、 　刈谷の歴史に

補

ついて学び、
自分が住

助

む地域の歴史や受け 自

教

分が住む地域の歴史や

材

受け 自分が住む地域の

整

歴史や受け 自分が住む

備

地域の歴史や受け
継が

事

れてきた伝統・文化へ

業

の 継がれてきた伝統・

担

文化への 継がれてきた

当

伝統・文化への 継がれ

課

てきた伝統・文化への

学

関心を高めるため、「

校

わたし 関心を高めるた

教

め、「わたし 関心を高

育

めるため、「わたし 関

課

心を高めるため、「わ

款

たし
たちの郷土」を使

項

用した。 たちの郷土」

目

を使用した。 たちの郷

担

土」を使用した。 たち

当

の郷土」を使用する。

係

（その他）主たる内容

指

のとお （その他）主た

導

る内容のとお （その他

係

）主たる内容のとお （

1

その他）主たる内容の

0

とお
り り り り

　生徒に

3

多くの練習問題を解く

2

機会が与えられたことで、知識の定着や学力向上につなげることができた。

成果
　歴史学習で取り上げる「身近



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 903 889 820 951 合計 820,006 円
備品購入費 820,006 円

財
　
源

特定財源 430 430 330 475

一般財源 473 459 490 476

職員人件費　② 0 462 448 452

総事業費（①＋②） 903 1,351 1,268 1,403

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 理科教育設備整備費等補助金
（国）

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 教育文化

基本施

令

策 学校教育
施策体系

施

和

策の内容 学校施設・設

２

備の整備・充実

目
　
　

年

　
的

　中学校の理数教

度

育に必要な備品設備を

評

整備

主
た
る
内
容

　中学

価

校の理科及び数学の教

）

育設備を、国庫
し、目

刈

的意識をもった観察、

谷

実験等が行える 補助（

市

概ね２分の１補助）に

事

より整備する。
教育環

務

境等の整備を図り、科

事

学的な考え方や 　中学

業

校６校中３校を対象に

評

整備
理解力を高める。

価

　（隔年で対象校とな

シ

る。）

位
置
づ
け

関連計

ー

画  

根拠法令  

対象者

ト

中学校 事業期間 ～

実施

（

方法 ■直営　□委託　

様

□指定管理　□補助・

式

助成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ

教

　
事
　
業
　
実
　
績

３０

育

年度実績 元年度実績 ２

部

年度実績 ３年度計画

　

一

対象校 　対象校 　対象

般

校 　対象予定校
　刈谷

会

南中学校 　雁が音中学

計

校 　刈谷南中学校 　雁

理

が音中学校
　刈谷東中

科

学校 　依佐美中学校 　

教

刈谷東中学校 　依佐美

育

中学校
　富士松中学校

用

　朝日中学校 　富士松

備

中学校 　朝日中学校

理

品

科及び数学の教育設備

整

を整備し、教育の充実

備

を図った。

成果

理科教

事

育振興法に基づく備品

業

設備の整備をすすめて

担

いるが、法改正に伴う

当

基準の変更に応じた対

課

応が必要である。

課題

学

指標名称（単位）
実績

校

値 目標値

３０年度 元年

教

度 ２年度 ３年度 ５年度

育

活動 補助対象理科教育

課

設備の整備率(補助対

款

象校)(％) 28.9

項

45.5 50 50 55

目

指標
活動 補助対象数学

担

教育設備の整備率(補

当

助対象校)(％) 63

係

.8 53.2 65 65

学

68
指標

全市町実施
他

事

市との
比較検証

係

10 3 2



0

600 合計 765,9

4

08 円
需用費 765

2

,908 円

財
　
源

特定財源 917 74 242 551

一般財源 1,865 135 524 1,049

職員人件費　② 0 847 821 829

総事業費（①＋②） 2,782 1,056 1,587 2,429

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 特別支援学校教育推進事業費
負担金

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 教育文

令

化

基本施策 学校教育
施

和

策体系
施策の内容 教育

２

内容の充実

目
　
　
　
的

年

　刈谷特別支援学校の

度

教員用教科書、指導書

評

主
た
る
内
容

　刈谷特別

価

支援学校の小学部、中

）

学部、高等
及び教材を

刈

購入し、学校教育の円

谷

滑な実施を 部における

市

教員用教科書、指導書

事

及び教材を
図る。 購入

務

する。

位
置
づ
け

関連計

事

画

根拠法令

対象者 特別

業

支援学校 事業期間 ～

実

評

施方法 ■直営　□委託

価

　□指定管理　□補助

シ

・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

名

０年度実績 元年度実績

担

２年度実績 ３年度計画

当

刈谷特別支援学校の開

部

校に伴 教員用教科書及

教

び指導書に不 教員用教

育

科書及び指導書に不 教

部

員用教科書及び指導書

一

に不
い、教員用教科書

般

及び指導書 足分を購入

会

した。 足分を購入した

計

。 足分を購入する。
を

教

購入した。

教員用教科

科

書、指導書を購入した

書

ことにより、円滑な授

指

業実施を行うことがで

導

きた。

成果

学級数や教

書

員数の増加に伴い、今

等

後も教員用教科書及び

整

指導書の不足が予想さ

備

れるため、それに応じ

事

た予算を確保してい

く

業

。
課題

指標名称（単位

担

）
実績値 目標値

３０年

当

度 元年度 ２年度 ３年度

課

５年度

活動 教科書を受

学

給した教員の割合（％

校

） 100 100 100

教

100 100
指標

指標

育

他市との
比較検証

課

款 項 目 担当係 特

Ｃ

別

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

支

単位：千円
３０年度 元

援

年度 ２年度 ３年度 ２年

教

度

（決算） （決算） （

育

決算） （予算） 事業費

係

内訳

事業費　① 2,7

1

82 209 766 1,



称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

成果 補助教材を必要とする児童生徒に受給した割合（％ 100 100 100 100 100
指標 ）
活動
指標

市の独自事業である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 48 9 5 135 合計 5,410 円
需用費 5,410 円

財
　
源

特定財源 36 3 2 47

一般財源 12 6 3 88

職員人件費　② 0 847 821 829

総事業費（①＋②） 48 856 826 964

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 特別支援学校教育推進事業費
負担金

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 教育文化

基本

令

施策 学校教育
施策体系

和

施策の内容 教育内容の

２

充実

目
　
　
　
的

　刈谷

年

特別支援学校において

度

、補助教材を活

主
た
る

評

内
容

　ことばのきまり

価

、算数の友、夏休みの

）

日誌
用し、児童生徒の

刈

学力及び指導等につい

谷

て効 、冬休みの日誌等

市

の教材について市費で

事

購入
果を図る。また、

務

小中学校と共通の補助

事

教材 している。
は、市

業

費で購入することによ

評

り保護者負担の
軽減を

価

図る。

位
置
づ
け

関連計

シ

画

根拠法令

対象者 特別

ー

支援学校 事業期間 ～

実

ト

施方法 ■直営　□委託

（

　□指定管理　□補助

様

・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

教

０年度実績 元年度実績

育

２年度実績 ３年度計画

部

算数の友、ひらがな・

一

かたか 算数の友、こと

般

ばのきまり、 算数の友

会

、ひらがな・かたか 算

計

数の友、ひらがな・か

補

たか
な、ことばのきま

助

り、みんな わたしたち

教

のかりや、かりや な、

材

ことばのきまり、わた

整

し な、ことばのきまり

備

、わたし
の安全、明る

事

い心、健康手帳 の子、

業

みかわの子、かきぞめ

担

たちのかりや、みんな

当

の安 たちのかりや、み

課

んなの安
、かりやの子

学

、みかわの子、 手本、

校

国語・算数の学習、夏

教

全、明るい心、健康手

育

帳、か 全、明るい心、

課

健康手帳、か
かきぞめ

款

手本、国語・算数の ・

項

冬休み日誌の購入 きぞ

目

め手本、国語・算数・

担

英 りやの子、みかわの

当

子、かき
学習、夏・冬

係

休み日誌の購入 語の学

特

習、冬休み日誌の購入

別

ぞめ手本、国語・算数

支

・英語
の学習、夏・冬

援

休み日誌の購
入

日々の

教

学習で使用するものを

育

購入することができた

係

。

成果

補助教材の中で

1

、学級共有のものを増

0

やし、保護者の負担を

4

さらに減らすことが求

2

められる。

課題

指標名



特

度 ５年度

活動 全校児童

別

生徒における医療的ケ

支

アを必要とする児童 3

援

7.9 38.7 48.

教

4 ― ―
指標 生徒の割合

育

活動
指標

他市との
比較

係

検証

10 4 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,039 2,412 1,748 0 合計 1,747,922 円
委託料 1,747,922 円

財
　
源

特定財源 2,039 2,412 1,748 0

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 0 154 149 0

総事業費（①＋②） 2,039 2,566 1,897 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 学校における医療的ケア実施
体制構築事業委託金（国）

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

度

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

（

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

令

合計画
分野 教育文化

基

和

本施策 学校教育
施策体

２

系
施策の内容 児童生徒

年

へのきめ細かな対応

目

度

　
　
　
的

　学校におけ

評

る医療的ケア実施体制

価

の在り方

主
た
る
内
容

　

）

モデル校として刈谷市

刈

立刈谷特別支援学校
を

谷

検証し、高度な医療的

市

ケアに対応できる組 を

事

指定し、次のとおり実

務

践する。
織及び体制の

事

構築を図る。 ・医療的

業

ケアを必要とする児童

評

生徒を学校で
受け入れ

価

るための校内支援体制

シ

に関する研究
・地域や

ー

学校の施設・整備等の

ト

状況を踏まえ
た医療的

（

ケア連携体制に関する

様

研究
・医療的ケア実施

式

マニュアル等策定に関

１

する
研究

位
置
づ
け

関連

）

計画

根拠法令

対象者 事

会

業期間 ～

実施方法 ■直

計

営　□委託　□指定管

名

理　□補助・助成　□

担

その他

当部 教育部

一般会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

３０年度実績

学

元年度実績 ２年度実績

校

３年度計画

看護師を3

に

名配置し、医療的ケ看

お

護師を6名配置し、医

け

療的ケ看護師を6名配

る

置し、医療的ケ　
アの

医

必要な児童生徒11名

療

(うちアの必要な児童

的

生徒12名(うちアの

ケ

必要な児童生徒15名

ア

(うち　
人工呼吸器4

実

名)の対応に当た 人工

施

呼吸器5名)の対応に

体

当た 人工呼吸器5名)

制

の対応に当た 　
った。

構

った。 った。 　
　　　

築

―――――――

看護師

事

の常駐により、医療的

業

ケアが必要な児童生徒

担

も安心して登校するこ

当

とができた。行事に看

課

護師が同行することに

学

よ

成果
り、医療的ケア

校

が必要な児童生徒も行

教

事に参加することがで

育

きた。

医療的ケアを要

課

する児童生徒に対して

款

看護師の配置人数が適

項

切だったかどうか検証

目

を重ねていく必要があ

担

る。

課題

指標名称（単

当

位）
実績値 目標値

３０

係

年度 元年度 ２年度 ３年



4 2

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 教育文化

令

基本施策 学校教育
施策

和

体系
施策の内容 児童生

２

徒へのきめ細かな対応

年

目
　
　
　
的

　刈谷特別

度

支援学校に就学する児

評

童生徒の保

主
た
る
内
容

価

　準要保護児童生徒に

）

対する学用品費、校外

刈

護者で経済的に困窮し

谷

て、子どもを就学させ

市

活動費、修学旅行費の

事

扶助、準要保護に対す

務

ることが困難な方に対

事

し、援助をすることに

業

る修学旅行費の扶助を

評

行う。
より負担軽減を

価

行う。

位
置
づ
け

関連計

シ

画

根拠法令

対象者 事業

ー

期間 ～

実施方法 □直営

ト

　□委託　□指定管理

（

　□補助・助成　□そ

様

の他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

３０年度実績 元

教

年度実績 ２年度実績 ３

育

年度計画

　 　 　 　
　 　

部

　 　
　 　 　 　
　 　 　 　

一

　　　―――――――

般

　　　―――――――

会

　　　―――――――

計

　　　―――――――

保

成果

課題

指標名称（単

護

位）
実績値 目標値

３０

児

年度 元年度 ２年度 ３年

童

度 ５年度

活動
指標
活動

生

指標

他市との
比較検証

徒助成事業
担当課 学

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

校

　
ト

単位：千円
３０年

教

度 元年度 ２年度 ３年度

育

２年度

（決算） （決算

課

） （決算） （予算） 事

款

業費内訳

事業費　① 0

項

0 0 0 合計 0 円

財
　

目

源

特定財源 0 0 0 0

一

担

般財源 0 0 0 0

職員人

当

件費　② 0 0 0 0

総事

係

業費（①＋②） 0 0 0

特

0

建
設
事
業

全体事業費

別

（単位：千円） 0 ２年

支

度特定財源名称

２年度

援

までの累積事業費 0

４

教

年度以降の事業費見込

育

0

係

10



0

0
指標
活動 創意工夫作

6

品の県上位・全国レベ

5

ルの入賞数 34 25 27 30 35
指標

　トヨタグループ会社に加え、地元団体、企業等から寄附を受けており、他市と比較しても、より地域に根
他市との ざした発明クラブである。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,200 3,200 3,200 3,200 合計 3,200,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 3,200,000 円

一般財源 3,200 3,200 3,200 3,200

職員人件費　② 1,157 1,155 1,195 1,130

総事業費（①＋②） 4,357 4,355 4,395 4,330

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 教育文

令

化

基本施策 生涯学習
施

和

策体系
施策の内容 学習

２

活動の支援

目
　
　
　
的

年

　次代を担う児童また

度

は青少年に対し、科学

評

主
た
る
内
容

　刈谷少年

価

少女発明クラブの活動

）

を支援する
技術に関す

刈

る興味・関心を喚起す

谷

ると共に、 ため、補助

市

金を交付する。
創造活

事

動を通してアイデアを

務

実現する喜びを
体験さ

事

せる。また、健全で創

業

造性豊かな児童
または

評

青少年の育成に寄与す

価

ることを目的に
設立さ

シ

れた刈谷少年少女発明

ー

クラブの活動を
支援す

ト

る。

位
置
づ
け

関連計画

（

根拠法令 刈谷市補助金

様

等交付規則

対象者 刈谷

式

少年少女発明クラブ 事

１

業期間 ～

実施方法 □直

）

営　□委託　□指定管

会

理　■補助・助成　□

計

その他

名 担当部 教育部

一

Ｂ
　
事
　
業

般

　
実
　
績

３０年度実績

会

元年度実績 ２年度実績

計

３年度計画

　小中学校

刈

児童生徒に対して 　小

谷

中学校児童生徒に対し

少

て 　小中学校児童生徒

年

に対して 　小中学校児

少

童生徒に対して
定期的

女

にクラブを開催し、創

発

定期的にクラブを開催

明

し、創 定期的にクラブ

ク

を開催し、創 定期的に

ラ

クラブを開催し、創
意

ブ

工夫作品の制作等の支

補

援を 意工夫作品の制作

助

等の支援を 意工夫作品

事

の制作等の支援を 意工

業

夫作品の制作等の支援

担

を
行った。 行った。 行

当

った。 行う。

　児童生

課

徒の自主的な活動の機

学

会を維持し、学習活動

校

の活性化を図ることが

教

できた。

成果

　財政健

育

全化の施策として、入

課

会金などの新設を行う

款

と共に、講座数の見直

項

しによるスリム化で、

目

人件費、材料費の経費

担

削減に取り組む必要が

当

ある。
課題

指標名称（

係

単位）
実績値 目標値

３

学

０年度 元年度 ２年度 ３

事

年度 ５年度

活動 クラブ

係

会員数（人） 893 9

1

32 927 950 96



関心を持つ、良い機会になっている。また、疾病の早期発見、早期治療に役立っている。

成果

　健康診断の結果に基づき適切な措置を取り、健康の保持、増進を図る必要があるが、教職員健康診断で医師の診察を受

けるよう指摘されたにもかかわらず、放置しているケースもある。　事後措置を促す、積極的な働きかけが課題である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

成果 健康診断実施率（児童生徒）（％） 99.4 100 100 100 100
指標
成果 健康診断実施率（教職員）（％） 92.1 100 100 100 100
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 30,237 30,613 30,156 35,451 合計 30,155,844 円
需用費 67,690 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 26,048,938 円
委託料 4,039,216 円

一般財源 30,237 30,613 30,156 35,451

職員人件費　② 1,620 1,617 1,643 1,507

総事業費（①＋②） 31,857 3

Ｄ

2,230 31,79

　

9 36,958

建
設
事

　

業

全体事業費（単位：

　

千円） 0 ２年度特定財

Ｏ

源名称

２年度までの累

　

積事業費 0

４年度以降

　

の事業費見込 0

∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 教育文化

基本施

令

策 学校教育
施策体系

施

和

策の内容 児童生徒への

２

きめ細かな対応

目
　
　

年

　
的

　児童生徒及び教

度

職員の健康の保持増進

評

を図

主
た
る
内
容

　小学

価

校、中学校、特別支援

）

学校における児
る。 童

刈

生徒及び教職員の健康

谷

管理のため、健康診
断

市

を行う。

位
置
づ
け

関連

事

計画  

根拠法令  

対象

務

者 小中学校児童・生徒

事

および教職員 事業期間

業

～

実施方法 ■直営　■

評

委託　□指定管理　□

価

補助・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

計

績

３０年度実績 元年度

名

実績 ２年度実績 ３年度

担

計画

【児童・生徒】 【

当

児童・生徒】 【児童・

部

生徒】 【児童・生徒】

教

心電図、尿検査、肝機

育

能検査 心電図、尿検査

部

、肝機能検査 心電図、

一

尿検査、肝機能検査 心

般

電図、尿検査、肝機能

会

検査
、血糖検査、貧血

計

検査、胸部 、血糖検査

児

、貧血検査、胸部 、血

童

糖検査、貧血検査、胸

生

部 、血糖検査、貧血検

徒

査、胸部
レントゲン　

等

（結核検診要精 レント

健

ゲン　（結核検診要精

康

レントゲン　（結核検

診

診要精 レントゲン　（

断

結核検診要精
検者） 検

事

者） 検者） 検者）
【教

業

職員】 【教職員】 【教

担

職員】 【教職員】
身長

当

・体重、視力、腹囲、

課

血 身長・体重、視力、

学

腹囲、血 身長・体重、

校

視力、腹囲、血 身長・

教

体重、視力、腹囲、血

育

圧、聴力検査、尿検査

課

、血液 圧、聴力検査、

款

尿検査、血液 圧、聴力

項

検査、尿検査、血液 圧

目

、聴力検査、尿検査、

担

血液
検査、胸部レント

当

ゲン、（心 検査、胸部

係

レントゲン、（心 検査

指

、胸部レントゲン、（

導

心 検査、胸部レントゲ

係

ン、（心
電図、胃部レ

1

ントゲン） 電図、胃部

0

レントゲン） 電図、胃

7

部レントゲン） 電図、

1

胃部レントゲン）
　健康診断が自分の健康に



２年度 ３年度 ５年度

活動  全校児童生徒数（人） 12,663 12,659 12,681 12,799 13,000
指標

 
指標

　安城市、知立市及び碧南市は、本市と同様、準要保護児童生徒に実費を支給している。
他市との 　高浜市は、年間の上限額を設定している。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 34,319 32,874 39,857 47,533 合計 39,857,239 円
扶助費 39,857,239 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 34,319 32,874 39,857 47,533

職員人件費　② 1,003 1,001 971 829

総事業費（①＋②） 35,322 33,875 40,828 48,362

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 教育文化

基本施策 学

令

校教育
施策体系

施策の

和

内容 児童生徒へのきめ

２

細かな対応

目
　
　
　
的

年

　刈谷市立の小中学校

度

及び特別支援学校に就

評

主
た
る
内
容

　要保護児

価

童生徒、準要保護児童

）

生徒に対す
学する児童

刈

生徒の保護者で、経済

谷

的に困窮し る医療費及

市

び準要保護児童生徒に

事

対する給食
て子どもを

務

就学させることが困難

事

な方に対し 費の扶助を

業

行う。
、負担軽減を行

評

うことにより支援をす

価

る。

位
置
づ
け

関連計画

シ

 

根拠法令 就学困難な

ー

児童及び生徒に係る就

ト

学奨励についての国の

（

援助に関する法律

対象

様

者 小中学校児童生徒 事

式

業期間 ～

実施方法 ■直

１

営　□委託　□指定管

）

理　□補助・助成　□

会

その他

計名 担当部 教育部

Ｂ
　
事
　
業

一

　
実
　
績

３０年度実績

般

元年度実績 ２年度実績

会

３年度計画

平成30年

計

5月1日現在 令和元年

保

5月1日現在 令和2年

護

5月1日現在 令和3年

生

5月1日現在
・全校児

徒

童生徒数　12,66

等

3人 ・全校児童生徒数

助

　12,659人 ・全

成

校児童生徒数　12,

事

681人 ・全校児童生

業

徒数　12,799人

担

・要保護児童生徒　　

当

  32人 ・要保護児

課

童生徒　　  35人

学

・要保護児童生徒　　

校

  32人 ・要保護児

教

童生徒　　  26人

育

・準要保護児童生徒　

課

 684人 ・準要保護

款

児童生徒　 739人

項

・準要保護児童生徒　

目

 747人 ・準要保護

担

児童生徒　 798人

当

　準要保護世帯の給食

係

費を全額援助すること

学

で、保護者の負担を軽

事

減し、就学の維持が図

係

れるよう配慮できた。

1

成果

　生活困窮世帯の

0

給食費の負担を軽減す

7

るため、保護者への就

1

学援助制度の理解を促す必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度



1

0 0 0 0

一般財源 92 38 33 182

職員人件費　② 463 462 448 377

総事業費（①＋②） 555 500 481 559

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 教育文化

基

令

本施策 学校教育
施策体

和

系
施策の内容 児童生徒

２

へのきめ細かな対応

目

年

　
　
　
的

　児童生徒の

度

学校管理下でのケガ等

評

に迅速に

主
た
る
内
容

　

価

小学校、中学校、特別

）

支援学校での児童生
対

刈

応するため。また、校

谷

外活動時の病院から 徒

市

のケガ等の発生時に医

事

療機関へと移送する
の

務

移動にも対応するため

事

。 ための自動車の借り

業

上げを行う。

位
置
づ
け

評

関連計画  

根拠法令  

価

対象者 小中学校及び特

シ

別支援学校児童生徒 事

ー

業期間 ～

実施方法 ■直

ト

営　□委託　□指定管

（

理　□補助・助成　□

様

その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

３０年度実績

教

元年度実績 ２年度実績

育

３年度計画

・移送回数

部

・移送回数 ・移送回数

一

・移送回数予定
　校内

般

：40回 　校内：23

会

回 　校内：17回 　校

計

内：80回

　学校内や

負

校外活動中における病

傷

気やケガの発生により

児

、児童生徒を医療機関

童

へ搬送する際、迅速な

等

対応ができた。

成果

　

移

タクシーチケット使用

送

台帳のチェックを徹底

事

し、適切に予算を執行

業

する。

課題

指標名称（

担

単位）
実績値 目標値

３

当

０年度 元年度 ２年度 ３

課

年度 ５年度

活動  移送

学

回数（回） 40 23 1

校

7 80 80
指標

 
指標

教

 
他市との
比較検証

育課

款 項 目 担当係 特

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

別

ト

単位：千円
３０年度

支

元年度 ２年度 ３年度 ２

援

年度

（決算） （決算）

教

（決算） （予算） 事業

育

費内訳

事業費　① 92

係

38 33 182 合計 3

1

3,090 円
使用料

0

及び賃借料 33,09

7

0 円

財
　
源

特定財源



0

501

建
設
事
業

全体事

7

業費（単位：千円） 0

1

２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 教育文

令

化

基本施策 学校教育
施

和

策体系
施策の内容 学校

２

施設・設備の整備・充

年

実

目
　
　
　
的

　学校の

度

健康診断の能率向上を

評

図る。

主
た
る
内
容

　小

価

中学校及び特別支援学

）

校の健康診断用備
品の

刈

更新

位
置
づ
け

関連計画

谷

 

根拠法令 学校保健安

市

全法

対象者 市内小中学

事

校 事業期間 ～

実施方法

務

■直営　□委託　□指

事

定管理　□補助・助成

業

　□その他

評価シート （様式

Ｂ
　
事

１

　
業
　
実
　
績

３０年度

）

実績 元年度実績 ２年度

会

実績 ３年度計画

　 ・視

計

力検査器４台、デジタ

名

ル ・オージオメータ２

担

台、視力 ・オージオメ

当

ータ２台
　 自動体重計

部

１台 検査器２台
　
　
　

教

　　―――――――

健

育

診の精度及び効率の向

部

上

成果

学校における保

一

健管理継続のため、保

般

健室で使用している備

会

品の更新等を行ってい

計

く。

課題

指標名称（単

健

位）
実績値 目標値

３０

康

年度 元年度 ２年度 ３年

診

度 ５年度

活動  購入数

断

（件） ５ 4 2 6
指標

 

用

指標
各校の現状に合わ

備

せて必要不可欠の備品

品

のみ購入しているため

整

、他市との比較検証は

備

未実施。
他市との
比較

事

検証

業
担当課 学校教育

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

課

　
ス
　
ト

単位：千円
３

款

０年度 元年度 ２年度 ３

項

年度 ２年度

（決算） （

目

決算） （決算） （予算

担

） 事業費内訳

事業費　

当

① 429 473 521

係

350 合計 520,7

特

40 円
備品購入費 5

別

20,740 円

財
　

支

源

特定財源 0 0 0 0

一

援

般財源 429 473 5

教

21 350

職員人件費

育

　② 0 154 224 1

係

51

総事業費（①＋②

1

） 429 627 745



0 7 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 253 273 297 240 合計 297,000 円
備品購入費 297,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 253 273 297 240

職員人件費　② 0 154 224 151

総事業費（①＋②） 253 427 521 391

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 教育文

令

化

基本施策 学校教育
施

和

策体系
施策の内容 児童

２

生徒へのきめ細かな対

年

応

目
　
　
　
的

　教室等

度

における環境について

評

、学校薬剤師

主
た
る
内

価

容

　環境衛生検査機器

）

等の更新及び補充
に依

刈

頼して、学校保健法に

谷

定められた項目の
測定

市

を円滑に実施するため

事

、環境衛生検査機
器等

務

必要な機材を整備する

事

。

位
置
づ
け

関連計画  

業

根拠法令 学校保健安全

評

法

対象者 市内幼稚園・

価

小中学校・特別支援学

シ

校 事業期間 ～

実施方法

ー

■直営　□委託　□指

ト

定管理　□補助・助成

（

　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事

当

　
業
　
実
　
績

３０年度

部

実績 元年度実績 ２年度

教

実績 ３年度計画

　 ・デ

育

ジタル粉塵計 ・デジタ

部

ル濁色度計、黒板検 ・

一

ホルムアルデヒド、二

般

酸化
　 査用色票色見本

会

、照度計 窒素両用検知

計

器、アスマン式
　 通風

環

乾湿計
　
　　　―――

境

――――

　学校保健安

衛

全法に基づいた環境衛

生

生検査を学校薬剤師に

用

より実施され、環境衛

備

生の維持が図られた。

品

成果

　学校における保

整

健管理継続のため、学

備

校環境衛生基準に適合

事

するよう、測定機器の

業

購入を行っていく。

　

担

学校薬剤師会より、幼

当

稚園・小中学校・特別

課

支援学校において行う

学

検査時期が重なるため

校

、測定機器の複数購入

教

の要望
課題

があり検討

育

が必要。

指標名称（単

課

位）
実績値 目標値

３０

款

年度 元年度 ２年度 ３年

項

度 ５年度

活動  件数（

目

件） １ ３ ３ ３
指標

 
指

担

標
　学校薬剤師会の要

当

望に沿って必要不可欠

係

の備品のみ購入してい

特

るため、他市との比較

別

検証は未実施。
他市と

支

の
比較検証

援教育係

1



５年度

成果 県大会以上出場選手数（延べ人数）（人） 135 230 0 230 235
指標

 
指標

 学校会場だけでなく、公共の体育施設等を利用している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,632 3,759 843 3,666 合計 843,453 円
委託料 628,175 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 215,278 円

一般財源 3,632 3,759 843 3,666

職員人件費　② 2,006 2,002 1,941 1,883

総事業費（①＋②） 5,638 5,761 2,784 5,549

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

学校教育
施策体系

施策

和

の内容 教育内容の充実

２

目
　
　
　
的

　中小学校

年

体育連盟の運営を補助

度

し、中小学

主
た
る
内
容

評

・学校体育管理に関す

価

る研究調査
校体育全般

）

の振興を図る。 ・学校

刈

体育研究、講習会の開

谷

催
・中学校生徒の体育

市

大会の開催
・その他、

事

目的達成に必要な事業

務

位
置
づ
け

関連計画  

根

事

拠法令  

対象者 小中学

業

校児童・生徒および教

評

職員 事業期間 ～

実施方

価

法 □直営　■委託　□

シ

指定管理　■補助・助

ー

成　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　

名

事
　
業
　
実
　
績

３０年

担

度実績 元年度実績 ２年

当

度実績 ３年度計画

・刈

部

谷市中学校市長杯大会

教

、 ・刈谷市中学校市長

育

杯大会、 ・刈谷市中学

部

校市長杯大会の ・刈谷

一

市中学校市長杯大会、

般

　刈谷・知立地区中学

会

校選手 　刈谷・知立地

計

区中学校選手 　開催 　

中

刈谷・知立地区中学校

小

選手
　権大会、刈谷市

学

中学校新人 　権大会、

校

刈谷市中学校新人 ・サ

体

ッカー・バスケットボ

育

ー 　権大会、刈谷市中

連

学校新人
　戦大会の開

盟

催 　戦大会の開催 　ル

事

連盟大会の共催 　戦大

業

会の開催
・小学校陸上

担

競技会、サッカ ・サッ

当

カー・バスケットボー

課

・サッカー・バスケッ

学

トボー
　ー・バスケッ

校

トボール競技 　ル連盟

教

大会の共催 　ル連盟大

育

会の共催
　会の開催 ・

課

小中学校審判実技講習

款

会の ・小中学校審判実

項

技講習会の
・小中学校

目

審判実技講習会の 　開

担

催 　開催
　開催

　中小

当

学校体育連盟主催の各

係

種大会、講習会等を大

指

きな事故や問題もなく

導

、円滑に実施すること

係

ができた。

成果

　夏の

1

大会の空調費を増額す

0

るなど、熱中症対策に

7

力を入れる必要がある

2

。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度



1

交通費、宿泊費等によ

0

って生ずる保護者の負

7

担を軽減することがで

2

き、生徒が等しくスポー

成果
ツに打ち込める条件の一つを保障することができた。

　各種大会で活躍する生徒が増えているため、今後も継続したい。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 県大会以上出場選手数（延べ人数）（人） 135 115 0 96 200
指標

 
指標

　他市でも上位大会での交通費や宿泊費を補助することで、保護者への負担を軽減している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,556 1,100 22 2,541 合計 21,900 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 21,900 円

一般財源 1,556 1,100 22 2,541

職員人件費　② 1,003 1,001 971 979

総事業費（①＋②） 2,559 2,101 993 3,520

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 教育

令

文化

基本施策 学校教育

和

施策体系
施策の内容 児

２

童生徒へのきめ細かな

年

対応

目
　
　
　
的

　小中

度

学校体育大会選手派遣

評

事業に要する費

主
た
る

価

内
容

・愛知県教育委員

）

会、文部科学省、愛知

刈

県中
用を補助すること

谷

により、スポーツ活動

市

を奨 小学校体育連盟及

事

び全日本中学校体育連

務

盟の
励し、体力、運動

事

能力の向上と保護者負

業

担の 主催する大会（弓

評

道については全国中学

価

校弓
軽減を図る。 道大

シ

会をその大会とみなす

ー

）の運賃等の負担
・そ

ト

の他上記以外の大会で

（

、市の代表として
出場

様

する大会の運賃等の負

式

担

位
置
づ
け

関連計画  

１

根拠法令  

対象者 児童

）

・生徒およびその保護

会

者 事業期間 ～

実施方法

計

□直営　□委託　□指

名

定管理　■補助・助成

担

　□その他

当部 教育部

一般会

Ｂ
　
事

計

　
業
　
実
　
績

３０年度

小

実績 元年度実績 ２年度

中

実績 ３年度計画

・西三

学

大会運賃補助 ・西三大

校

会運賃補助 ・西三大会

各

運賃補助 ・西三大会運

種

賃補助
　　　　　　　

大

延べ  701名 　　

会

　　　　　延べ  7

選

15名 　　　　　　　

手

延べ  15名 　　　

派

　　　　延べ  71

遣

5名
・県大会運賃補助

補

・県大会運賃補助 ・県

助

大会運賃補助
　　　　

事

　　　延べ　95名 　

業

　　　　　　延べ　9

担

6名 　　　　　　　延

当

べ　96名
・東海大会

課

運賃等補助 ・東海大会

学

運賃等補助 ・東海大会

校

運賃等補助
　　　　　

教

　　　　　 28名 　

育

　　　　　　　　　 

課

12名 　　　　　　　

款

　　　 12名
・全国

項

大会運賃等補助 ・全国

目

大会運賃等補助 ・全国

担

大会運賃等補助
　　　

当

　　　　　　　 12

係

名 　　　　　　　　　

指

　 7名 　　　　　　

導

　　　　 7名

　生徒

係

が上位大会に進む際、



弓道や柔道は、保健体育のカリキュラムで取り扱われておらず、専門的に指導できる技術をもつ顧問が少ないの

で、外部指導者を導入したことで、生徒の技術も向上し、また、活動における安全性を確保することができた。

　総指導時間数が増えてきたことで専門的な技術を取得し、大会等で大いに成果を上げている。

　今後は、中学校からの外部指導者導入の要望を受け止めつつ、さらにより多くの種別の部活動で専門的な指導を受ける

ことが望まれる。そうすることで、個々の生徒への指導が行き渡るとともに、生徒の意欲喚起を図ることが可能となる。
課題

また、教員の負担軽減にもつながる。

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 運動部活動外部指導者（人） 21 24 24 27 27
指標
活動 一人当たりの平均指導時間（時間） 151 63 148.5 174 200
指標

高浜市：\1000×6時間×50週×2人　60万円
他市との 知立市：\4000×485回　194万円
比較検証 安城市：剣道部のみ　\42000×6校　25.2万円

碧南市：中学校5校　55名　\1500×1750回　325.5万円
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理解が進み、多くの学
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校の体育の授業に

成果

7

コーディネーショント
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レーニングが取り入れられるようになってきた。小学校での外遊び検定を実施することで、体力向

上に対する教員の意識も高まってきた。

　コーディネーショントレーニングを学校体育に定着させるために、講習会の実施を継続したい。

　体力テストで依然として伸び悩んでいる「握力」、「ボール投げ」、「走力（ダッシュ力）」の力をつけさせるための
課題

工夫が必要である。　

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 小学校5年、6年と中学生の体力テストの結果で男女 22 15 15 15 10
指標 とも全国平均を下回る種目数（個）
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